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序　　文

本報告書は2005（平成17）年に実施した第13回出生動向基本調査（結婚と出産に関する全国調

査）夫婦調査の結果概要である。本研究所では、戦前の1940（昭和15）年に、夫婦の出生力の実

態を明らかにするため、初めて出産力調査を実施した。戦後は1952（昭和27）年に第２回調査が

行われて以降、５年毎に「出産力調査」という名称で実施してきた（第10回調査から出生動向基

本調査に名称を変更）。1982（昭和57）年に実施された第８回調査からは、夫婦調査に加えて、

独身者の調査を同時実施している。今回調査は、結果の検証への国勢調査結果の利用や結果活用

の有効なタイミングなどを勘案して、調査時期を２年早め、2005（平成17）年に実施した。

出生動向基本調査は、これまで戦後の夫婦出生子ども数の減少（少産化）、70年代半ば以降の

出生率低下（少子化）などの日本人出生の歴史的変化の実態と背景を明らかにしてきた。また、

本研究所が実施している将来人口推計における出生力の仮定設定には欠くことのできない資料と

なっている。今回の調査結果も詳細な分析を経て、新たな人口推計に活用されている。

この調査の実施にあたっては厚生労働省大臣官房統計情報部、都道府県、政令指定都市、保健

所ならびに全国の調査対象となられた方々から多大な御協力を得た。とりわけ調査対象に選ばれ

た方々のご好意にあふれた回答がなければ、本調査は成り立たない。ここに深く感謝の意を表す

次第である。本調査結果が、家族支援等の諸施策に取り組まれている政策担当者、専門家ならび

に、わが国の結婚や出生力の動向に関心をもたれる方々の参考資料として広く活用されることを

切に希望するものである。

なお、本調査は本研究所のプロジェクト調査研究として、金子隆一（人口動向研究部長）を中心

として、佐々井 司（人口動向研究部第１室長）、釜野さおり（人口動向研究部第２室長）、三田房

美（企画部主任研究官）、岩澤美帆（人口動向研究部主任研究官）、守泉理恵（人口動向研究部研究

員）の６名、ならびに高橋重郷（本研究所副所長）、大石亜希子（千葉大学助教授、前社会保障基

礎理論研究部第２室長）、池ノ上正子（前人口動向研究部室長）の３名を加えて実施された。

平成19年3月

国立社会保障・人口問題研究所長
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1. 調査の目的と沿革

国立社会保障・人口問題研究所は2005(平成17)年６月、第13回出生動向基本調査(結婚と出産に

関する全国調査)を実施した。この調査は他の公的統計では把握することのできない結婚ならびに

夫婦の出生力に関する実状と背景を定時的に調査・計量し、関連諸施策ならびに将来人口推計を

はじめとする人口動向把握に必要な基礎資料を得ることを目的としている。本調査は、戦前の

1940(昭和15)年に第１回調査、ついで戦後の1952(昭和27)年に第２回調査が行われて以降、５年ご

とに「出産力調査」の名称で実施されてきたが、第10回調査(1992年)以降名称を「出生動向基本調

査」に変更して今回に至っている。第８回調査(1982年)からは夫婦を対象とする夫婦調査に加えて、

独身者を対象とする独身者調査を同時実施している。なお、今回調査は分析結果の信頼性をより

高めるために、基礎事項の国勢調査結果との比較が可能となるよう、従来の調査時期を２年早め

て2005(平成17)年に実施したものである。本報告は、この第13回調査の夫婦調査についてのもので

ある。

2. 調査実施の概要
第13回出生動向基本調査・夫婦調査は、日本全国における妻の年齢が50歳未満の夫婦の結婚過

程と出生力に関する全国標本調査であり、以下に述べる要領で実施された。

（1）調査の時期

平成17年６月１日現在の事実について調査された。

（2）調査の対象

全国の妻の年齢50歳未満の夫婦を母集団とし、次項で述べる方法で抽出された世帯の夫婦を調

査客体し、妻を回答者として調査を行った。回答者を妻に限ったので、調査対象は年齢50歳未満

の有配偶女性とも言い換えられる。

（3）標本の抽出

本調査では以下の手続きによって調査地区を選定した。すなわち、厚生労働省大臣官房統計情

報部が実施した平成17年の「国民生活基礎調査」の調査地区である1,056カ所の調査地区（この調

査地区は、平成12年国勢調査のために設定された約94万調査地区の中から系統抽出法によって抽

出されたものである）のなかから、さらにもう一度系統抽出法によって選ばれた700の国勢調査地
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区を抽出した。調査客体は抽出された調査地区（このうち所得票対象単位区以外）に居住する世

帯に属するすべての年齢50歳未満の有配偶女性である。すなわち、本調査における調査客体は国

勢調査地区を抽出単位とする２段クラスターサンプリングによって抽出されたものである。

（4）調査の方法

従来から本研究所が実施してきた調査と同様に、調査対象者のプライバシー保護の観点から、

配票自計、密封回収方式によって調査を行った。

（5）調査の手順

調査対象の調査地区が設定されたのち、厚生労働省大臣官房統計情報部、政令指定都市、各保

健所の協力を得て調査員の選任、指導、説明などの調査準備を行った。調査実施日に先だって調

査員は受け持ち調査地区の全世帯を訪問し世帯名簿を作成し調査客体の確認を行い、調査対象者

に「調査票」、「調査のお願い」、「調査票回収用封筒」を配布して調査票記入を依頼した（巻末付

属資料参照）。

調査員は調査日に調査対象者を再訪問し、回収用封筒に密封された調査票を回収した。回収票

は直ちに国立社会保障・人口問題研究所に送付され、そこで全ての調査票について整理・点検さ

れた後コンピュータによる集計・解析が行われた。

（6）調査票の回収状況

調査客体数　･･･････…　7,976人

回収票数　･･･････……　7,296票　回収率91.5％（前回92.9％）

有効票数　･･･････……　6,836票　有効回収率85.7％（前回87.8％）

一般における調査環境が困難を呈するなか、この種の調査としては高い回収率をあげることが

できた。調査関係機関各位の御努力に感謝したい。調査において高い回収率を得ることは、標本

の代表性を維持するために重要であり、これまでも各種の努力を行っているところであるが、と

くに今回は、調査票の策定にあたって、調査対象者が読みやすく、記入しやすいようレイアウ

ト・書式等に大幅な改定を施している。

なお、未回収票の680票は、調査拒否、不在などの理由によるものである。回収票のうち460票

は記入状況の極端に悪い調査票で、これらは無効票として集計対象から除外された。

（7）本報告の集計対象

本報告書では原則として夫妻が初婚どうしの夫婦5,932組について集計・分析が行われている。

集計から除外した標本種類と数は、夫初婚・妻再婚の夫婦165組、夫再婚・妻初婚の夫婦260組、

夫再婚・妻再婚の夫婦121組、その他（初再婚不詳組み合わせ）の夫婦358組を含む計904組

（13.2％）である。再婚を含む組み合わせの夫婦を除いて集計したのは、再婚者の結婚・出生行動
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が初婚者のそれと異なるため、別途分析を行ったことが望ましいからである。ただし、分析対象

を分けることによって、標本には選択バイアスがかかることがある。たとえば本報告書の分析で

は、対象を初婚どうし夫婦に限定することによって結婚持続期間が長いほど安定的な結婚が選択

的に残存しているから、調査項目の結婚持続期間に沿った変化は、行動・意識変化ばかりではな

く、この結婚安定性に関する対象集団の構成変化も存在していることに注意する必要があるだろ

う。なお、本報告書の対象（初婚どうし夫婦）となる標本の基本属性別構成を参考表1に示した。

（8）標本の代表性

第13回出生動向基本調査によって把握された6,836人の年齢50歳未満の有配偶女性はどの程度、

母集団を代表しているのだろうか。調査実施時期にあたる平成17年６月１日の母集団（年齢50歳

未満の有配偶女性）の正確な属性別人口構成を知ることは困難である。しかし、今回調査は、平

成17年国勢調査と同じ年に行われており、実施月に４カ月のずれはあるものの、母集団に対する

全数調査であり、比較検証対象としては望ましいものである。そこで、本報告書では平成17

（2005年）10月1日に総務省統計局によって実施された国勢調査によって計数された年齢別有配偶女

性人口の分布と本調査のそれを比較してみよう（参考表2、参考図1）。

「国勢調査」は国勢調査地区を抽出単位として、日本に３ヶ月以上在住するすべての人を対象に

全数調査が行われており、本調査の母集団を含んでいる。参考表２によれば、概ね両調査の年齢別

有配偶女性分布は一致しているが、本調査の標本では35歳未満層で国勢調査結果と比べてやや過小

に代表されている。総数で最も差が大きいのは25～29歳で1.4ポイント過少となっている。また、逆

に35～39歳、40～44歳の年齢層では過大となっていて、後者では1.5ポイントの差となっている。45

～49歳の層では概ね一致している。国勢調査結果自体も誤差を含んでいるため厳密な検証は難しい

ものの、この結果はこの種の標本調査としては比較的良好な代表性が保たれていること示している

と考えられる。したがって、本標本の分析は母集団の定量的属性に関して、有効な結果をもたらす

と判断できる。ただし、精密な結果が求められる分析においては、年齢をはじめとする属性を統制

することによって、これが正確に実現されるよう工夫する必要があろう。
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妻の年齢 結婚持続期間 

【参考表1】基本属性別標本数 

標本数 標本数 

20歳未満 

20～24歳 

25～29歳 

30～34歳 

35～39歳 

40～44歳 

45～49歳 

総   数 

3

134

574

1,205

1,372

1,350

1,294

5,932

（0.1%）

（2.3 ）

（9.7 ）

（20.3 ）

（23.1 ）

（22.8 ）

（21.8 ）

（100.0%） 

5年未満 

5～9年 

10～14年 

15～19年 

20～24年 

25年以上 

不   詳 

総   数 

1,076

1,240

1,305

1,090

905

265

51

5,932

（18.1%）

（20.9 ）

（22.0 ）

（18.4 ）

（15.3 ）

（4.5 ）

（0.9 ）

（100.0%） 



3. 本書の構成

本書では、調査の分析結果のうち７つの項目を取り上げ、それぞれ個別の章として報告してい

る。序章（本章）で調査の概要についてふれた後、第１章では夫妻の結婚までの過程、第２～３

章で夫婦の子どもの産み方、第４章で夫婦の子ども数についての考え方（理想子ども数と予定子

ども数）、第５章で子育ての状況、第６章で妊娠・出産にかかわる妻の健康、第７章で結婚・家族

に関する妻の意識について、それぞれ報告している。また、巻末に調査関係資料、ならびに単純

集計表と本文中の分析に関連したクロス集計表を掲載したi)。
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【参考表2】本調査における妻の年齢別、夫婦標本構成の国勢調査結果との比較 

20歳未満（15～19歳） 

20～24歳 

25～29歳 

30～34歳 

35～39歳 

40～44歳 

45～49歳 

合　計 

第13回出生動向基本調査（総数） 妻の年齢 

0.0

2.1

9.5

20.3

23.1

23.2

21.8

100.0

%

%

第13回出生動向基本調査（初婚どうし） 

%

%

0.1

2.3

9.7

20.3

23.1

22.8

21.8

100.0

国勢調査（総人口） 

%

%

0.2

2.6

10.9

21.1

21.9

21.7

21.7

100.0

【参考図１】本調査における妻の年齢別、夫婦標本構成の国勢調査結果との比較図 
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i） 巻末に掲載した結果表は国立社会保険・人口問題研究所のウェブサイトにて公開を行っている。http://www.ipss.go.jp



4. 結果の要約

【第1章　夫妻の結婚過程】
出会い年齢の遅れ、交際期間の延長により晩婚化がさらに進行

夫妻が最初に出会った年齢は夫、妻ともに上昇し、交際期間も長くなっており、晩婚化はさら

に進行している。結婚相手と出会う年齢はとくに女性で遅くなっている。出会いから３年以内に

結婚した夫婦は1980年代の７割から、最近は５割に減っている。

職場結婚が減り、友人やきょうだいを通じた出会いが首位に

夫妻が出会ったきっかけは、これまで最も多かった職場・仕事関係が３割を下回り、逆に友人

やきょうだいを通じた出会いが３割を超えて、首位が入れ替わった。

【第2章　夫婦の出生力】
子どもを生み終えた夫婦の子ども数（完結出生児数）が減少

子どもを生み終えた夫婦の出生子ども数は1970年代から2.2人前後で安定していたが、今回対象

となった世代の夫婦(1980年代後半に結婚した夫婦)では、2.09人に減少した。子ども３人を持った

夫婦の割合が減り、１人っ子、子どもなしの夫婦がやや増えている。

出生途上の夫婦では、出生のペースが落ちている

結婚後５～14年の出生途上の夫婦でも、平均出生子ども数は減少傾向にある。

【第3章　夫婦出生のコーホート分析】
妻が1960年代生まれの夫婦で出生力が低下

妻の世代（生まれ年）でみると1960年代生まれの世代の夫婦で出生力に低下が見られる。60年

代前半生まれでは30歳代後半でキャッチアップ（産み戻し）がみられたが先行世代の完結出生児

数には届かない。60年代後半生まれではさらに出生のペースが遅い。しかし、続く1970年代生ま

れでは、今のところ一定の下げ止まりがみられる。

【第4章　子ども数についての考え方】
理想子ども数が減少、予定子ども数も小幅ながら減少傾向が継続

夫婦にたずねた理想的な子ども数(平均理想子ども数)は減少し、初めて2.5人を下回った(2.48、

前回2.56) 。また、夫婦が実際に持つつもりの子ども数(平均予定子ども数)も、低下傾向が継続し

て2.11人（同2.13）となった。

予定子ども数が理想子ども数を下回る理由は、子育てにお金がかかるから

理想の子ども数を持たない理由は、「子育てや教育にお金がかかりすぎるから」が最も多く

(65.9％)、年齢の問題(38.0％)、心理的、身体的負担(21.6％)が続く。概して高めの理想を実現でき

ない夫婦では経済面の理由が多く、少ない子ども数しか予定しない夫婦では「欲しいができない」

が多い。
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【第5章 子育ての状況】
結婚5年未満で就業しながら子育てする妻は２割以下

結婚後５年未満で就業しながら子育てする妻は２割以下(18.6％)で、出産に際して就業を中断す

る妻が多い。しかし、その後再就業が増える。最終的な子ども数には妻の就業経歴による格差は

少ないが、若い夫婦で妻が就業している場合にやや少なめになってきている。

正規雇用者の育児休業取得率は増加中、ただし企業規模で利用率に差

妻が正規雇用の場合、若い世代ほど、また最近の出生ほど育児休業制度の利用率が高い。ただ、

勤め先の企業規模で利用率に差があり、規模が大きいほど利用率が高い。母親による育児援助を

受ける夫婦の割合は増加傾向にあり、従来低かった都市的地域でも上昇が見られる。一般に、支

援制度・施設を利用するケースは、親の育児援助が得られない場合に多い。

利用したい制度・施設等は妻の就業状況等によって異なる

妻が雇用者である場合、育児休業や時間に柔軟な勤務制度、公立保育園への希望が高く、無職

の場合は地域の子育て支援センターや保育所等の一時預かりへの希望が高くなっている。

【第6章　妊娠・出産にかかわる健康】
不妊を心配したことのある夫婦は4組に1組、検査・治療経験13％

夫婦４組に１組(25.8%)は不妊を心配したことがあり、13.4％が実際に不妊の検査や治療を経験

している。不妊を心配した夫婦では理想・予定子ども数には差がないが、出生子ども数は少なく、

死流産が多い傾向にある。

妊娠や出産にかかわる健康に問題を抱えている妻は4人に1人

４人に１人の妻(24.3%)が、妊娠や出産にかかわる健康に、なんらかの問題や障害を抱えている。

就業状況で比較すると、無職や短時間労働している妻に比べ、労働時間が長い場合に問題や障害

が多い傾向がある。健康に問題や障害のある妻、最初の妊娠時に不調を感じた妻では、出生子ど

も数、予定子ども数が少ない傾向にある。

【第7章　結婚・家族に関する妻の意識】
これまで進んできた既婚女性の意識の変化傾向にゆらぎが見られる

今日の既婚女性の意識は、概して個人の目標を大切にしながら、子どもを中心に考える家族観

を示している。しかし、今回調査ではこれまでの変化傾向がとどまっている意識項目が多く、意

識変化の流れにはゆらぎが見られる。
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1. 初婚のタイミングをめぐる動向

わが国では1970年代半ばから30年以上にわたって晩婚化が続いており、これにともなう未婚化

や出産の遅れによって少子化が引き起こされてきた。出生動向基本調査では、こうした晩婚化の

詳細なメカニズムや背景を探るため、第９回調査（1987年）以降において、夫妻の出会いや婚約

の時期、また交際期間など、結婚に至る過程とそのタイミングについて調べている。以下では、

今回調査の結果を含め、最近の動向について報告する。

（1） 初婚過程の動向

出会い年齢が上昇、交際期間も延長し、晩婚化はさらに進行

表1-1に、本調査による初婚どうし夫妻の初婚過程の計量結果を、結婚形態別1）に示した。ここ

で初婚過程を表わす指標には、夫妻が初めて出会った時のそれぞれの年齢の平均値（平均出会い

年齢）、婚約時の平均年齢（平均婚約年齢）、結婚時の平均年齢（平均初婚年齢）、出会いから結婚

に至るまでの交際期間2）の長さの平均値（平均交際期間）、ならびに婚約期間の長さの平均値（平

均婚約期間）がある。表では、これらに加えて夫妻の年齢差の平均値（夫妻の平均年齢差）を示

した。計量の対象は、時系列比較を行うため、各調査時点から過去５年間の結婚に限定している。

図1-2には、これらの初婚過程の平均像を視覚化するため、夫妻のライフコース上の年齢経過に

沿って図示しており、初婚過程の調査ごとの時系列的な変化を示している。

これらによれば、今回の調査時点2005年3）より過去５年間の結婚において、夫妻が初めて出会

った時の平均年齢（平均出会い年齢）は、夫、妻そろって上昇している。また、出会ってから結

婚するまでの交際期間は引き続き延長傾向が見られ、18年前（第９回調査）に比べると1.2年

（48％）も長くなった。これらの変化の結果として、平均初婚年齢はいぜん上昇を続けており、晩

婚化は進行している。結婚形態別にみると見合い結婚において結婚過程の遅れが著しい。以下、

これらの指標によって結婚に至る過程について、やや詳しく見ていこう。
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1） 本報告書において結婚形態とは、恋愛結婚・見合い結婚の別であるが、これらは出会いのきっかけによって定義され、出
会いのきっかけに関する設問の回答が「見合いで」および「結婚相談所で」と回答したものを見合い結婚、「学校で」、
「職場や仕事の関係で」、「幼なじみ・隣人関係」、「学校以外のサークル活動やクラブ活動・習いごとで」、「友人や兄弟姉
妹を通じて」、「街なかや旅先で」、「アルバイトで」を恋愛結婚として分類している（これら出会いきっかけ構成比につい
ては本章第２節を参照）。結婚のタイミングは結婚形態によって著しく異なるため、その構成比の変化は結婚タイミング
の変化に大きく影響している。

2） 本報告書では、夫妻が出会ってから結婚に至るまでを交際期間と呼んでいる。したがって、交際期間には婚約期間を含む。
3） 調査時点としての期日は正確には2005年６月１日である。



まず女性について、平均出会い年齢を見ると、第９回調査（1987年）から第11回調査（1997年）

まで、初婚年齢には上昇が見られたにもかかわらず、出会いの年齢にはまったく変化が見られな

かった。しかし、これを結婚形態別に観察すると、恋愛結婚、見合い結婚ともに平均出会い年齢

は上昇していた（表1-1，図1-1）。すなわち、平均出会い年齢は結婚形態別には変化があったに

もかかわらず、全体では変わらないように見えたことになる。これは同時期に進行していた見合

い結婚の減少4）が全体の平均に影響を与えていたのが原因である。このように初婚過程には結婚

形態の構成変化、さらには、出会いのきっかけ構成の変化が影響を与えていることに注意が必要

である。逆にいうと、いわゆる晩婚化などの結婚タイミングの変化には、出会いのきっかけの変

化が深く関与している。

その後、前回第12回（2002年）と今回調査第13回（2005年）では、見合い結婚の割合が１割を

割り込んでほぼ下げ止まったことから、全体の出会い年齢も恋愛結婚のそれに連動して上昇に転

じている。

一方で、男性では平均出会い年齢は全体として見ると低下する傾向が続いているが、ここにも

見合い結婚減少の効果が強く働いており、恋愛結婚だけに限定して見れば、出会い年齢は第９回

調査（1987年）から第12回（2002年）までは、まったくと言ってよいほど変化がなく一定であっ

た。すなわち、この時期、恋愛結婚についてみれば、女性では結婚相手との出会う年齢が急速に

遅くなっていたにもかかわらず、男性ではほとんど変化がなかったという大きな違いが見られた。

しかし、今回調査においては、男性では前回に比べ出会いが0.4年遅くなった。これは女性の0.3年

を上回る変化である。
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4） 次節（第２節）参照のこと。

【表1-1】調査別にみた平均出会い年齢､平均初婚年齢､平均交際期間､および夫妻の平均年齢差 
夫 

 調査（調査年次） 
妻 

平均出会い 
年齢 

平均婚約 
年齢 

平均初婚 
年齢 

平均出会い 
年齢 

平均婚約 
年齢 

平均初婚 
年齢 

平均 
交際期間 

平均 
婚約期間 

夫妻の 
平均年齢差 

注：対象は各調査時点より過去5年間に結婚した初婚どうしの夫婦について。結婚過程事象（出会い、婚約、結婚）の年月不詳・前後関係不整合を除く。 
　　年齢の計算は月齢による。平均交際期間とは、夫妻が出会ってから結婚に至るまでの期間を対象とし、この期間には婚約機関も含む。 
　　標本数(総数､恋愛結婚､見合い結婚)：第9回(1,289、974、314)、第10回(1,342、1,102、223)、第11回(1,145、997、123)、 
　　第12回(1,221、1,090、91)、第13回(885、774、63)。 

総　数 
　第 9 回調査(1987年) 
　第10回調査(1992年) 
　第11回調査(1997年) 
　第12回調査(2002年） 
　第13回調査(2005年） 
恋愛結婚 
　第 9 回調査(1987年) 
　第10回調査(1992年) 
　第11回調査(1997年) 
　第12回調査(2002年） 
　第13回調査(2005年） 
見合い結婚 
　第 9 回調査(1987年) 
　第10回調査(1992年) 
　第11回調査(1997年) 
　第12回調査(2002年） 
　第13回調査(2005年） 

25.7歳 
25.4
25.1
24.9
25.3

24.1歳 
24.2
24.2
24.2 
24.6

30.2歳 
31.1
32.0
33.2 
34.3

27.6
27.7
27.7
27.9
28.5

26.6
26.9
27.1
27.4
28.0

30.6
31.6
32.5
33.8
34.8

28.2
28.3
28.4
28.5
29.1

27.3
27.6
27.9
28.0
28.6

30.9
32.0
33.0
34.3
35.3

22.7歳 
22.8
22.7
23.2
23.7

21.6歳 
21.9
22.1
22.7
23.0

26.3歳 
26.9
28.0
29.3
30.3

24.7
25.1
25.3
26.2
26.8

24.1
24.6
25.0
25.9
26.5

26.6
27.4
28.5
29.9
30.8

25.3
25.7
26.1
26.8
27.4

24.7
25.3
25.7
26.5
27.1

27.0
27.8
29.0
30.4
31.3

2.5年 
2.9
3.4
3.6
3.8

3.1年 
3.4
3.7
3.8
4.1

0.7年 
0.9
1.0
1.1
1.0

0.58年 
0.65
0.72
0.61
0.60

0.64年 
0.69
0.76
0.62
0.62

0.39年 
0.42
0.43
0.44
0.49

2.9年 
2.6
2.4
1.7
1.7

2.6年 
2.3
2.2
1.5
1.5

4.0年 
4.2
4.0
3.9
4.1
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第 9 回調査 
(1987年)

第10回調査 
(1992年) 
 
第11回調査 
(1997年)

第12回調査 
(2002年)

第13回調査 
(2005年） 

25 26 27 28 29 30

交際期間 

婚約 結婚 

21 22 23 24 25 26 27 28

出会い 

交際期間 

婚約 結婚 

29 30 31 32 33 34 35 36

出会い 

交際期間 

婚約 結婚 

25 26 27 28 29 30 31 32

出会い 

交際期間 

婚約 結婚 

交際期間 

出会い 

出会い 

婚約 結婚 

交際期間 

出会い 婚約 結婚 

【図1-1】調査別にみた夫妻の初婚過程の平均像 

総　数 （夫） （妻） 年齢 
23 24 25 26 27 28 29 30

第 9 回調査 
(1987年)

第10回調査 
(1992年) 
 
第11回調査 
(1997年)

第12回調査 
(2002年)

第13回調査 
(2005年） 

第 9 回調査 
(1987年)

第10回調査 
(1992年) 
 
第11回調査 
(1997年)

第12回調査 
(2002年)

第13回調査 
(2005年） 

第 9 回調査 
(1987年)

第10回調査 
(1992年) 
 
第11回調査 
(1997年)

第12回調査 
(2002年)

第13回調査 
(2005年） 

第 9 回調査 
(1987年)

第10回調査 
(1992年) 
 
第11回調査 
(1997年)

第12回調査 
(2002年)

第13回調査 
(2005年） 

第 9 回調査 
(1987年)

第10回調査 
(1992年) 
 
第11回調査 
(1997年)

第12回調査 
(2002年)

第13回調査 
(2005年） 

年齢 
21 22 23 24 25 26 27 28

（夫） 年齢 
恋愛結婚 

（妻） 年齢 
23 24

見合い結婚 
（夫） 年齢 （妻） 年齢 

注：平均出会い年齢、平均婚約年齢、平均初婚年齢、交際期間の数値は表1-1を参照。 



夫妻が出会ってから結婚するまでの平均の交際期間はしだいに長くなっており、18年前（第９回

調査（1987年））の2.5 年に比べると、今回の3.8年はほぼ５割（48.1％）も長くなっている。これに

も結婚形態の構成変化が関与しており、交際期間の著しく短い見合い結婚が減少していることが、

全体の交際期間延長に働いている形になっている。しかしながら、恋愛結婚だけを見ても交際期間

は長くなっており、18年前（第９回調査）から３割（29.5%％）延長している。こうした交際期間

の延長は、独身男女が結婚相手の候補を持ちながらも、従来に比べてなかなか結婚に踏み切らない

ようになっていることを示している。独身者の間で、たとえ交際相手がいても、結婚することの実

際的メリットが最近になるほど感じられなくなっていることなどが背景にあると思われる5）。

結局、女性では、平均初婚年齢は第９回調査（1987年）から今回第13回（2005年）までの18年

間で2.2年遅くなったが、その内訳は平均出会い年齢の遅れが0.9年（43.3%）、平均交際期間の延長

が1.2年（56.7%）となっていた。結婚形態別にみると、近年の結婚で多数を占める恋愛結婚では、

同時期に初婚が2.4年遅くなったが、これに対して平均出会い年齢の遅れが1.5年（61.3%）、平均交

際期間の延長が0.9年（38.7%）であった。見合い結婚に至っては、平均初婚年齢は同時期4.3年も

遅くなっており、その内訳は平均出会い年齢の遅れが4.0年（92.9%）、平均交際期間の延長が0.3年

（7.1%）であり、見合い結婚の大きな遅れのほとんどは出会い時期の遅れであった。

一方、男性では、平均初婚年齢は、第９回調査（1987年）から、今回第13回（2005年）までの

18年間で0.9年遅れたが、平均出会い年齢はむしろ0.3年早くなっており、平均交際期間が1.2年延

長することによる晩婚化であった。結婚形態別にみると、恋愛結婚では同時期に初婚が1.3年遅く

なり、これに対して平均出会い年齢の遅れが0.4年（31.3%）、平均交際期間の延長が0.9年（68.7%）

であった。見合い結婚は、平均初婚年齢は4.4年遅くなっており、その内訳は平均出会い年齢の遅

れが4.1年（93.0%）、平均交際期間の延長が0.3年（7.0%）であり、見合い結婚においては、男女と

も非常に似た初婚過程変化を経験している。

つぎに、結婚に至った夫妻はそれぞれ何歳頃までに出会っているのか調べてみよう。夫妻が特

定の年齢までに出会った夫婦の割合を表1-2に示した。最近５年間の結婚（初婚どうし）では、

結婚した男性の半数（49.9％）、女性の３分の２弱（63.7％）は25歳までに結婚相手と知り合って

いる。男性ではこれまで見合い結婚減少の効果によって、全体としては出会い年齢が早くなって

いたことをすでに見たが、ここでも前回第12調査（2002年）までは、早い出会いの割合が増えて

いることが確認できる。しかし、今回第13回調査（2005年）においては25歳までに出会うケース

がやや減った。ただし、30歳までに出会う割合は変わっていない。また、女性では前回第12回調

査以降25歳までの出会い、30歳までの出会いのどちらも減少が明瞭になってきている。

これらの傾向は概ね恋愛結婚での変化を反映している。一方、見合い結婚の場合では男女とも

25歳までに出会うことは少なく、30歳まででも男性２割（19.0％）、女性半数（49.2％）にとどま

っており、見合いにおける出会いは著しく遅い。
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5） 本調査・独身者調査（結婚の利点）で捉えられている。



同じように、夫妻が特定の年齢までに結婚した夫婦の割合を表1-3に示した。結婚形態－総数

で比較すると、男性（夫）では、第９回調査（1987年）では25歳までに結婚したのは約２割

（21.0％）、30歳まででは７割（70.2％）であり、実はこれらの割合は第12回調査（2002年）まで、

ほとんど変わらなかった。しかし、今回第13回調査（2005年）では、25歳までは２割弱（18.1％）

に、30歳まででは約６割強（62.9％）に減少しており、より高い年齢での結婚が増えた。一方、

女性（妻）では第９回調査（1987年）では半数（50.4％）が25歳まで、約９割（92.1％）が30歳ま

での結婚であったが、これらの割合は年次を追うごとに減少し、第13回調査（2005年）による過

去５年の結婚では、25歳までが約１／４（26.6％）、30歳までが約３／４（82.4％）と大幅に減少

しており、より高い年齢での結婚が増えていることがわかる。
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【表1-2】調査別にみた、夫妻が各年齢までに出会った割合 

夫妻が最初に 
出会った年齢 

夫 

総数 
　20歳まで 
　25歳まで 
　30歳まで 
　35歳まで 
恋愛結婚 
　20歳まで 
　25歳まで 
　30歳まで 
　35歳まで 
見合い結婚 
　20歳まで 
　25歳まで 
　30歳まで 
　35歳まで 

第9回調査 
(1987年)

第10回調査 
(1992年)

第11回調査 
(1997年)

第12回調査 
(2002年)

第13回調査 
(2005年)

14.3
43.9
 79.9
 96.5

 19.2
 57.2
 89.1
 97.9

  0.0
  3.8

 53.0
 93.0

14.7
 49.4
 81.1
 95.4

 17.9
 58.8
 88.5
 98.0

  0.0
  3.6

 44.8
 82.1

17.8
 53.3
 81.6
 94.8

 19.9
 59.8
 87.7
 96.3

  0.0
  0.0

 30.9
 83.7

 
16.9
 55.2
 82.7
 95.7

 18.7
 60.0
 87.9
 97.2

  0.0
  3.3

 21.1
 76.7

 
16.4
 49.9
 82.5
 93.8

 18.2
 54.6
 87.3
 96.6

  0.0
  1.6

 19.0
 55.6

妻 
第9回調査 
(1987年)

第10回調査 
(1992年)

第11回調査 
(1997年)

第12回調査 
(2002年)

第13回調査 
(2005年)

 
27.8
 71.5
 94.5
 98.8

 36.6
 82.7
 96.7
 98.9

  0.6
 37.3
 87.9
 98.1

 
26.4
 72.4
 94.3
 99.1

 31.6
 80.8
 96.7
 99.6

  0.4
 31.8
 82.1
 96.9

27.9
 71.8
 93.6
 98.9

 31.1
 78.5
 95.7
 99.2

  0.8
 16.3
 77.2
 96.7

 
25.3
 68.0
 90.8
 98.7

 27.6
 72.8
 93.4
 99.3

  1.1
 13.2
 61.5
 91.2

 
23.2
 63.7
 89.7
 97.9

 25.7
 68.7
 93.0
 99.1

  0.0
 12.7
 49.2
 82.5

注：対象は表1-1と同じ。 

【表1-3】調査別にみた、夫妻が各年齢までに結婚（初婚）した割合 

夫妻が結婚 
した年齢 

夫 

総数 
　20歳まで 
　25歳まで 
　30歳まで 
　35歳まで 
恋愛結婚 
　20歳まで 
　25歳まで 
　30歳まで 
　35歳まで 
見合い結婚 
　20歳まで 
　25歳まで 
　30歳まで 
　35歳まで 

第9回調査 
(1987年)

第10回調査 
(1992年)

第11回調査 
(1997年)

第12回調査 
(2002年)

第13回調査 
(2005年)

0.9
21.0
70.2
94.5

1.1
27.4
78.7
96.2

0.0
1.6

44.4
90.2

1.5
19.2
69.3
93.1

1.8
22.9
76.7
96.2

0.0
0.9

32.3
77.6

1.8
20.1
69.1
91.6

2.0
22.3
74.6
93.6

0.0
0.0

22.8
75.6

1.6
21.2
70.4
90.6

1.5
22.4
75.4
92.7

0.0
2.2

13.3
63.3

0.5
18.1
62.9
89.4

0.5
19.7
67.0
92.2

0.0
0.0

12.7
49.2

妻 
第9回調査 
(1987年)

第10回調査 
(1992年)

第11回調査 
(1997年)

第12回調査 
(2002年)

第13回調査 
(2005年)

3.7
50.4
92.1
98.0

5.0
58.4 
94.0
98.3

0.0
24.5
86.3
97.5

3.4
41.8
89.6
98.4

4.0
46.4
92.5
98.9

0.0
19.3
75.8
96.4

3.5
38.0
87.3
98.3

3.8
40.9
89.8
98.6

0.8
12.2
67.5
95.9

2.8
31.2
82.4
96.6

2.8
33.0
85.0
97.3

0.0
5.5

51.6
87.9

1.7
26.6
76.8
95.7

1.8
28.2
79.7
96.9

0.0
7.9

36.5
81.0

注：対象は表1-1と同じ。 



つぎに交際期間の分布を表1-4に示した。18年前（第９回調査）では、出会ってから１年以内

に結婚した夫婦が約１/３（34.3％）を占めていたが、最近５年の結婚では14.9％に半減している。

３年以内も第９回調査で７割を占めていたものが半数程度（51.8％）に減少しており、出会って

から結婚に至るまでの交際期間の延長傾向は顕著である。ここでも結婚形態による違いは著しく、

見合いでは３年以内の結婚がほとんどであるのに対し、恋愛結婚では半数に及ばない（46.9％）。

2. 出会いのきっかけと配偶者選択

結婚相手とはどのようにして知り合うのであろうか。ここからは、夫妻の出会いの場と、大き

く変わった配偶者選択の場について述べる。

（1）夫妻が出会ったきっかけ

職場結婚が減り、友人やきょうだいを通じた出会いが首位に

表1-5、図1-2に示すように夫妻が知り合ったきっかけは、これまで最も多かった「職場や仕事

の関係で」の出会いに替わり、「友人・兄弟姉妹を通じて」が初めて３割を超えて、首位が交代し

た。次いで「学校で」の出会いが約１割ある。これら上位三つのきっかけが約７割を占め、引き

続き日常的な場での出会いが多数を占めている。また、見合い結婚した夫婦は調査の回を追うご

とに減少しており、今回もわずかであるが減少して6.4％となった。
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【表1-4】調査別にみた、夫妻が出会ってから結婚するまでの期間別割合 
出会いから  
結婚までの期間 

総数 
　1年以内 
　3年以内 
　5年以内 
恋愛結婚 
　1年以内 
　3年以内 
　5年以内 
見合い結婚 
　1年以内 
　3年以内 
　5年以内 

第9回調査 
(1987年)

第10回調査 
(1992年)

第11回調査 
(1997年)

第12回調査 
(2002年)

第13回調査 
(2005年)

 34.3
 70.4
 87.0

 17.5
 61.0
 82.7

 85.0
 98.7

100.0

 
23.0
 61.7
 81.5

 13.7
 54.0
 77.7

 67.3
 97.3
 99.1

 
16.7
 54.0
 78.5

 10.6
 48.2
 76.0

 65.9
 97.6
 99.2

 
15.4
 55.4
 73.9

 11.7
 50.9
 70.9

 54.9
 97.8

100.0

 
14.9
 51.8
 72.3

 11.0
 46.9
 68.9

 54.0
 98.4

100.0
注：対象は表1-1と同じ。 

%



（2）恋愛結婚と見合い結婚の推移

恋愛結婚と見合い結婚の歴史的転換

ここでは、結婚の変容を調べるために、夫婦の知り合ったきっかけによって恋愛結婚と見合い

結婚とを便宜的に分けてその推移をみることにする。本調査の夫婦の知り合ったきっかけに関す

る設問で、「見合いで」および「結婚相談所で」と答えたものを見合い結婚とし、それ以外の「学

校で」、｢職場や仕事の関係で｣、｢幼なじみ・隣人関係｣、｢学校以外のサークル活動やクラブ活

動・習いごとで｣、｢友人や兄弟姉妹を通じて｣、「街なかや旅行先で」、「アルバイトで」、を恋愛結

婚と分類する。
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【表1-5】調査別にみた夫妻が出会ったきっかけの構成 

総　数 

第 8 回調査 
(1982年)

第 9 回調査 
(1987年) 

 第10回調査 
(1992年)

第11回調査 
(1997年)
第12回調査 
(2002年) 

 第13回調査 
(2005年)

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0  

25.3

31.5

35.0

33.5

32.9

29.9

20.5

22.4

22.3

27.0

29.2

30.9

6.1

7.0

7.7

10.4

9.3

11.1

8.2

6.3

6.2

5.2

5.4

4.5

5.8

5.3

5.5

4.8

5.1

5.2

-

-

4.2

4.7

4.8

4.3

2.2

1.5

1.8

1.5

1.1

1.0

29.4

23.3

15.2

9.7

6.9

6.4

2.5

2.7

2.0

3.1

5.2

6.8

注：対象は各調査時点より過去５年間に結婚した初婚どうしの夫婦。見合い結婚とは出会いのきっかけが「見合いで」、「結婚相談所で」の結婚。 
　　第8､9回調査は「アルバイトで」を選択肢に含まない。 
　　標本数：第8回(1,298)、第9回(1,421)、第10回(1,525)、第11回(1,304)、第12回(1,488)、第13回(1,076)。 
 

調査 
（調査年次） 

恋愛結婚 

職場や 
仕事で 

友人･兄弟 
姉妹を 
通じて 

学校で 
街なかや 
旅先で 

サークル・クラブ 
習いごとで 

アルバイトで 
幼なじみ 
・隣人 

見合い 
結婚 

その他 
・不詳 

% % % %

【図1-2】調査別にみた夫妻が出会ったきっかけの構成 
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7

6

3

3

2

3

7
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

職場や仕事で 見合い 不詳 学校で 

第8回調査 
(1982年) 
 
第9回調査 
(1987年) 
 
第10回調査 
(1992年) 
 
第11回調査 
(1997年) 
 
第12回調査 
(2002年) 
 
第13回調査 
(2005年)

注：調査対象は表1-5と同じ。ここで「その他のきっかけ」とは、表1-5の「街なかや旅先で」～「幼なじみ・隣人」を合計したもの。 

友人･兄弟姉妹 
を通じて 

その他の 
きっかけ 



表1-6、図1-3に示すように過去７回の調査結果によって長期にわたる恋愛結婚・見合い結婚の

構成比の推移を調べると、日本では戦後半世紀の間に結婚のしかたが大きく転換したことがうか

がえる。すなわち､戦前には約７割を占めていた見合い結婚は一貫して減少し続け、1965～69年頃

に恋愛結婚と比率が逆転した。その後も減少は続き、1995年以降の結婚では１割を下回っている。
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結 婚 年 次 恋愛結婚 見合い結婚 その他･不詳 総　数  （標本数） 

【表1-6】結婚年次別にみた、恋愛結婚・見合い結婚の構成 

注：対象は初婚どうしの夫婦。第７回調査(1930～39年から1970～74年)、第8回調査(1975～79年)、第9回調査(1980～84年)、 
　　第10回調査(1985～89年)、第11回調査(1990～94年)、第12回調査（1995年～99年)、第13回調査(2000～05年)による。 

1930～39年 

1940～44年 

1945～49年 

1950～54年 

1955～59年 

1960～64年 

1965～69年 

1970～74年 

1975～79年 

1980～84年 

1985～89年 

1990～94年 

1995～99年 

2000～05年 

100.0 %
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0  

（583） 
（556）
（960）
（992）
（1,275）
（1,578）
（1,819）
（2,078）
（1,485）
（1,519） 
（1,547）
（1,312）
（1,474）
（1,182） 

13.4 %
14.6
21.4
33.1
36.2
41.1
48.7
61.5
66.7
72.6
80.2
84.8
87.2
87.2

69.0
69.1
59.8
53.9
54.0
49.8
44.9
33.1
30.4
24.9
17.7
12.7

7.7
6.2

17.7
16.4
18.9
13.0

9.9
9.1
6.4
5.5
2.9
2.5
2.1
2.6
5.1
6.6

【図1-3】結婚年次別にみた、恋愛結婚・見合い結婚構成の推移 

1935 1940 1945 1950 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005

見合い結婚 
恋愛結婚 

13.4%

69.0%

6.2%

87.2%

44.9%

48.7%

注：対象は表1-6と同じ。 
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（3）夫妻の学歴組合せ

学歴による組合せの選好性は弱まる傾向

表1-7に夫妻の学歴組合せ別の同類婚指数を過去４回の調査について示している。同類婚指数

とは、属性の組合せがランダムに行われると仮定した場合の期待件数に対する実際の組合せ件数

の比率である。これによって各組合せにどの程度の選好性があるかを知ることができる。

その結果によれば、自分と同じ学歴の相手との組合せで値が１を大きく上回っており、選好性

が強く働いていることがわかる。とくに「中学校」卒どうし（第13回調査6.15倍）、「専修学校」

卒（2.40倍）、「大学以上」（2.07倍）で高い選択性が示されている。

また、全体的に学歴差が大きくなるほど同類婚指数は１を下回るようになり、組み合わせの夫

婦は少なくなる。この表の対角要素（下線の数値）の上方の指数値が大きく、また下方で小さい

場合は、学歴に関して妻からみた上方婚傾向が存在することを示している。従来は、妻上方婚の

傾向が顕著にみられたが、観察を始めた第10回調査以降、夫大学以上×妻高校が0.57から今回調

査0.50へ減少し、逆に夫高校×妻大学以上が0.19から0.28へ増加するなど、夫側が高学歴である傾

向には一定の弱まりが見られる。また、夫妻の大学以上どうしの組み合わせは従来選好度が高か

ったが、調査ごとに少しずつ弱まる傾向がみられ、高学歴どうしの同類婚の傾向は弱まっている

と言える。

図1-4に妻からみた上方婚、同類婚、下方婚の構成を示した。前回調査においてすでに同類婚

が減少し、妻からみた下方婚が増加してきているが、今回調査では同類婚の減少がさらに顕著に

なった一方で、妻からみた上方婚（夫の方が高学歴）の割合がやや増えた。全体として、夫婦の

学歴による組合せの選好性は弱まっていると言える6）。
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6） 第10～12回独身者調査においては、未婚者の結婚相手に望む条件として、男女とも「学歴」を重視する者が減少する傾向
が捉えられており、こうした傾向の背景になっているものとみられる。
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【表1-7】調査別にみた、夫妻の学歴別同類婚指数 

注：同じ学歴どうしの数値に下線を施した。＊印は該当標本数20未満のもの。 

第10回調査(1992年) 
学歴　妻／夫 
中学校 
高校 
専修学校 
短大・高専 
大学以上 
第11回調査(1997年) 
学歴　妻／夫 
中学校 
高校 
専修学校 
短大・高専 
大学以上 
第12回調査(2002年) 
学歴　妻／夫 
中学校 
高校 
専修学校 
短大・高専 
大学以上 
第13回調査(2005年) 
学歴　妻／夫 
中学校 
高校 
専修学校 
短大・高専 
大学以上 

 
中学校
5.46
1.04
0.71
0.20
0.05*
 

中学校
5.50
0.90
0.70
0.23
0.02*
 

中学校
5.64
1.19
0.65
0.36
0.08*
 

中学校
6.15
1.32
0.87
0.40
0.05*

 
高校
0.74
1.39
0.91
0.59
0.19
 

高校
0.71
1.38
0.89
0.63
0.20
 

高校
0.99
1.39
0.90
0.73
0.20
 

高校
1.17
1.47
0.94
0.65
0.28

 
専修学校

0.43
0.64
2.79
0.68
0.27*
 

専修学校
0.49*
0.82
2.99
1.01
0.45*
 

専修学校
0.44*
0.82
2.59
0.93
0.50
 

専修学校
0.64*
0.91
2.40
0.89
0.44

 
短大・高専

0.21*
0.67
1.31
1.68
0.58*
 

短大・高専
0.45*
0.85
1.27
1.78
0.43*
 

短大・高専
0.57*
0.88
1.08
1.66
0.39*
 

短大・高専
0.23*
0.99
0.69
1.61
0.45*

 
大学以上

0.08
0.57
0.90
1.78
2.59
 

大学以上
0.06*
0.57
0.91
1.68
2.58
 

大学以上
0.07*
0.53
0.87
1.44
2.43
 

大学以上
0.13*
0.50
0.85
1.41
2.07

18.7 21.9 20.9

51.9 49.0 45.8
44.1

31.7 32.2 32.3 35.1
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【図1-4】調査別にみた、夫妻の学歴組合せ構成 

妻からみた上方婚 
（夫学歴＞妻学歴） 

同類婚 
（夫学歴＝妻学歴） 

妻からみた下方婚 
（夫学歴＜妻学歴） 

夫
婦
割
合 

第10回調査 
 (1992年)

第11回調査 
 (1997年)

第12回調査 
 (2002年)

第13回調査 
 (2005年)



佐々井　司

1. 完結出生児数（夫婦の最終的な出生子ども数）

（1） 完結出生児数の推移

夫婦の完結出生児数は 2.09人に低下

戦後、夫婦の完結出生児数（結婚持続期間15～

19年夫婦の平均出生子ども数）は大きく低下した

が、第６回調査（1972年）で 2.20人となった後、

およそ30年間にわたって同水準で安定していた。

しかし今回の調査では、2.09人へと減少した。こ

の対象となった夫婦は、1980年代後半に結婚した

人たちであり、これまでこの時期に結婚した夫婦

の出生過程において観測されていた出生の遅れ

が、結婚後15～19年経て最終的な出生子ども数の

減少に結びついたと言える（表2-1）。

出生子ども数は3人が減って、
0人、1人の夫婦が増加

第７回調査（1977年）以降の出生子ども数の構

成をみると、全体の半数強の夫婦が２人であり、これは今回も変わらない。しかし今回は、子ども

を生まなかった夫婦、および１人の夫婦が増え、逆に３人を出生した夫婦が減少している（表2-2）。
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第 2 章 　 夫 婦 の 出 生 力

完結出生児数 調査(調査年次)

【表2-1】各回調査における夫婦の完結出生児数 
　　　　（結婚持続期間15～19年） 

第1回調査 （1940年） 

第2回調査 （1952年） 

第3回調査 （1957年） 

第4回調査 （1962年） 

第5回調査 （1967年） 

第6回調査 （1972年) 

第7回調査 （1977年） 

第8回調査 （1982年） 

第9回調査 （1987年） 

第10回調査 （1992年） 

第11回調査 （1997年） 

第12回調査 （2002年） 

第13回調査 （2005年） 

4.27

3.50

3.60

2.83

2.65

2.20

2.19

2.23

2.19

2.21

2.21

2.23

2.09

人 

注：結婚持続期間15～19年の初婚どうしの夫婦 
　　(出生子ども数不詳を除く)について。 

0人 1人 2人 3人 4人以上 （標本数） 調査年次 

【表2-2】調査別にみた出生子ども数分布の推移（結婚持続期間15～19年） 
完結出生児数 
（±標準誤差） 

注：対象は表2-1と同じ。 

第 7 回調査 （1977年） 

第 8 回調査 （1982年） 

第 9 回調査 （1987年） 

第10回調査 （1992年） 

第11回調査 （1997年） 

第12回調査 （2002年） 

第13回調査 （2005年） 

3.0

3.1

2.7

3.1

3.7

3.4

5.6

% 11.0

9.1

9.6

9.3

9.8

8.9

11.7

57.0

55.4

57.8

56.4

53.6

53.2

56.0

23.8

27.4

25.9

26.5

27.9

30.2

22.4

5.1

5.0

3.9

4.8

5.0

4.2

4.3

2.19 （±0.023） 

2.23 （±0.022）

2.19 （±0.019）

2.21 （±0.019）

2.21 （±0.023）

2.23 （±0.023）

2.09 （±0.027） 

人 （1,427）

（1,429）

（1,755）

（1,849）

（1,334）

（1,257）

（1,078） 



（2） 夫婦の属性別にみた完結出生児数

結婚時の妻の年齢が若いほど完結出生児数は多くなる傾向

結婚時の妻の年齢別に平均出生子ども数をみると、結婚時の年齢が若いほど出生子ども数が多

くなる傾向がみられる。過去の調査結果から結婚時の年齢別の推移をみると、結婚年齢の高い夫

婦の子ども数が若干上昇する傾向がみられる。ただし、今回の調査では、30歳以下のすべての結

婚年齢で３年前の調査結果の数字を下回っている。第10回調査以降、妻の結婚時の年齢が徐々に

上昇しており、晩婚化の進行が夫婦出生力を構造的に低下させる方向に作用してきたが、今回の

調査ではほとんどの結婚年齢で出生子ども数が低下したことにより、完結出生児数の低下が顕在

化した（表2-3）。

社会経済属性により異なる完結出生児数

完結出生児数は、夫婦のさまざまな属性によって格差が観測される。結婚形態別にみると、過

去の調査においては見合いで高くなる傾向がみられたが、恋愛と見合い結婚の割合が逆転する第

９回調査以降、両者あいだに明確な傾向が見出しにくくなっている。

夫婦の居住地別には、人口集中度の高い都市ほど出生子ども数が低くなっている。

今回の結果から妻の最終学歴別にみると、高学歴ほど子ども数が少なくなっている。第９回か

ら第11回調査では学歴による明確な差がみられなくなったが、12回調査以降とりわけ大卒以上で

の低さが顕在化している。

夫の調査時の職業別にみると、農林漁業でかなり高くなっている。しかし、夫がそれらの職業

に従事する夫婦の割合は低下しており、今回の調査では2.1％にすぎない。完結出生児数全体に及

ぼす影響は限定的である（表2-4）。
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【表2-3】社会経済的属性別、完結出生児数（結婚持続期間15～19年） 
　　　　　結婚時の妻の年齢別にみた完結出生児数 

妻の初婚 
年齢 

第7回 
（1977年） 

第8回 
（1982年） 

第9回 
（1987年） 

第10回 
（1992年） 

第11回 
（1997年） 

第12回 
（2002年） 

第13回 
（2005年） 

注：初婚どうしの夫婦を対象とする。斜体の数字は当該標本数が20未満のもの。過去の調査について、厳密な比較のため再集計をおこなった。 

19歳未満 

19～20歳 

21～22歳 

23～24歳 

25～26歳 

27～28歳 

29～30歳 

31歳以上 

総　数 

平均初婚年齢 

人 

人 

歳 

2.56
2.27
2.14
2.23
2.07
1.95
1.90
1.70
2.09
24.9

2.70

2.40

2.35

2.33

2.16

2.11

2.03

1.67

2.23

24.6

2.54

2.35

2.34

2.21

2.24

2.15

1.78

1.55

2.21

24.3

2.50

2.51

2.25

2.27

2.15

2.00

1.81

1.59

2.21

23.7

2.53

2.39

2.29

2.15

2.15

2.04

1.84

1.36

2.19

23.4

2.50

2.34

2.27

2.25

2.22

2.09

1.89

1.23

2.23

23.4

2.73

2.34

2.29

2.22

2.08

1.87

1.73

1.55

2.19

23.4



調査時における妻の職業別、および母親との同・近・別居の別に出生子ども数の差をみたのが、

下表（５）である。夫の職業の場合と同様、妻が農林漁業の従事する夫婦では出生子ども数が多

いが、その割合は低く今回調査では1.5％である。また近年、専門・管理、事務・販売・サービス

といった職業で相対的な子ども数の低さが観測される。

夫婦の母親との同・近・別居の違いによる子ども数の差をみたものが下表（６）である。同居

の場合に、子ども数の相対的な高さが観測される。ただし、近年、同居する夫婦の割合は低下傾

向にある。
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【表2-4】社会経済的属性別、完結出生児数（結婚持続期間15～19年） 

（1）結婚形態別にみた完結出生児数 

結婚形態 

見合い 

恋　愛 

注：初婚どうしの夫婦を対象とする。（　）内は夫婦割合 
　　見合いとは、夫婦の知り合ったきっかけを問う設問で、「見合い」および「結婚相談所で」に回答した者。恋愛とは、それ以外に回答した者。 

第7回 
（1977年） 

2.21人
（52.2 %）

2.17
（37.8 %） 

第8回 
(1982年) 

2.26
（44.5 %）

2.20
（52.5 %） 

第9回 
(1987年) 

2.19
（35.8 %） 

2.20
（61.6 %） 

第10回 
(1992年)

2.20
（31.3 %）

2.22
（68.0 %） 

第11回 
(1997年) 

2.25
（28.3 %）

2.20
（70.5 %） 

第12回 
(2002年) 

2.19
（23.4 %）

2.26
（76.3 %） 

第13回 
(2005年) 

2.11
（18.6 %）

1.99
（77.2 %） 

（2）夫婦の現住地別にみた完結出生児数 

夫婦の現住地 

非人口集中地区 

人口集中地区 
（200万未満） 
人口集中地区 
（200万以上） 

第7回 
（1977年） 

2.32人
（40.6%）

2.09
（47.0 %） 

2.10
（12.4 %） 

第8回 
(1982年) 

2.31
（39.8 %）

2.18
（49.1 %）

2.17
（11.1 %） 

第9回 
(1987年) 

2.28
（40.9 %） 

2.17
（45.7 %） 

2.00
（13.4 %） 

第10回 
(1992年)

2.31
（39.1 %）

2.19
（49.5 %） 

2.00
（11.4 %） 

第11回 
(1997年) 

2.32
（38.7 %）

2.16
（51.2 %） 

2.09
（10.1 %） 

第12回 
(2002年) 

2.30
（43.0 %）

2.20
（50.2 %） 

2.02
（6.8 %） 

第13回 
(2005年) 

2.19
（39.5 %）

2.07
（48.7 %） 

1.83
（11.8 %） 

注：高校には、高校卒業後専修学校を卒業した者を含む。 

（3）妻の最終学歴別にみた完結出生児数 

妻の最終学歴 

中学校 

高校 

短大・高専 

大学以上 

第7回 
（1977年） 

2.23人
（46.0 %）

2.15
（47.2 %） 

2.16
（4.3 %） 

1.81
（1.8 %） 

第8回 
(1982年) 

2.25
（39.5 %）

2.23
（50.0 %）

2.26
（6.3 %） 

1.93
（2.9 %） 

第9回 
(1987年) 

2.25
（27.0 %） 

2.16
（60.7 %） 

2.19
（7.2 %） 

2.32
（3.9 %） 

第10回 
(1992年)

2.22
（13.8 %）

2.22
（64.6 %） 

2.20
（12.3 %） 

2.12
（6.8 %） 

第11回 
(1997年) 

2.19
（5.8 %）

2.20
（61.5 %） 

2.25
（21.4 %） 

2.19
（10.3 %） 

第12回 
(2002年) 

2.41
（3.7 %）

2.28
（57.5 %） 

2.18
（24.3 %） 

2.08
（13.6 %） 

第13回 
(2005年) 

2.20
（3.2 %）

2.15
（56.6 %） 

2.09
（25.0 %） 

1.84
（14.1 %） 

（4）夫の現在職業別にみた完結出生児数 

夫の職業 

農 林 漁 業 

非 農 自 営 

専門・管理 

現 場 労 働 

事務・販売・ 
サービス 

第7回 
（1977年） 

2.60人
（6.3 %）

2.25
（18.1 %） 

2.05
（30.7 %） 

2.19
（18.8 %） 

2.16
（21.2 %） 

第8回 
(1982年) 

2.60
（4.4 %）

2.32
（19.8 %）

 
2.19

（26.1 %） 

第9回 
(1987年) 

2.45
（4.3 %） 

2.41
（19.0 %） 

 
2.19

（21.9 %） 

第10回 
(1992年)

2.73
（2.2 %）

2.27
（15.8 %） 

2.20
（37.2 %） 

2.15
（26.7 %） 

2.25
（16.2 %） 

第11回 
(1997年) 

2.64
（1.6 %）

2.27
（16.3 %） 

2.18
（38.1 %） 

2.17
（25.1 %） 

2.26
（14.2 %） 

第12回 
(2002年) 

2.59
（2.7 %）

2.24
（14.4 %） 

2.20
（34.8 %） 

2.22
（23.2 %） 

2.22
（12.9 %） 

第13回 
(2005年) 

2.48
（2.1 %）

2.18
（13.6 %） 

2.09
（37.6 %） 

2.03
（23.9 %） 

2.12
（10.3 %） 

注：パート・臨時および無職等は少数サンプルのため非掲載 

2.08
（49.7 %） 

2.17
（45.6 %） 



妻の就業状況、母親との同・近・別居の形態は、結婚持続期間における経年変化が生じるが、

ここでは過去調査との比較が可能な調査時における状況別に考察をおこなった。

完結出生児数についての重回帰分析結果

次に、完結出生児数を前項で取り上げたいくつかの属性による違いによって説明する重回帰モ

デルを作成する（表2-5）。これにより、出生子ども数の違いをもたらしている諸要因を考察する

ことが可能となる。

分析には第13回調査の結婚後15～19年を経過した夫婦のデータを用い、出生子ども数を被説明

変数、「結婚時の妻の年齢」「結婚形態」「夫婦の居住地」「妻の最終学歴」「妻の就業状況」「夫の

職業」「夫婦の母親との同近別居」などを説明変数として重回帰分析をおこなった。それぞれの説

明変数は、カテゴリー化の後ダミー変数に変換した。結婚時の妻の年齢が25～26歳、結婚形態が

恋愛、現住地が人口200万人未満のDID地区、妻の最終学歴が高校卒、妻の就業状況においては結

婚後妻が専業主婦になった夫婦、夫の職業が事務・販売・サービス、母親との同近別居では別

居・死別の夫婦を、それぞれの説明変数におけるレファレンス･カテゴリーとした。

定数2.03は説明変数が全てレファレンス･カテゴリーに属する夫婦の完結出生児数の予測値を表

している。

分析の結果は以下の通りである。

結婚時の妻の年齢が若いほど出生子ども数が多いという傾向がみられ、とりわけ31歳以上では

有意に子ども数が少ない。

説明変数として用いた属性のうち説明力の高い変数が妻の就業状況で、なかでも結婚前後で正

規就業であったが第１子出産後に非正規で働く場合、有意に子ども数が少なくなっている。結婚
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（5）妻の現在職業別にみた完結出生児数 

妻の職業 

農 林 漁 業 

非 農 自 営 

専門・管理 

現 場 労 働 

パート・臨時 

無　職 

事務・販売・ 
サービス 

第7回 
（1977年） 

2.17
（14.6 %） 

2.18
（36.2 %） 

第8回 
(1982年) 

 

 
2.20

（20.9 %） 
2.18

（31.1 %） 

第9回 
(1987年) 

 

 

 

 
2.20

（28.0 %） 
2.12

（27.3 %） 

第10回 
(1992年)

2.68
（2.1 %）

2.20
（9.5 %） 

2.28
（7.4 %） 

2.16
（16.3 %） 

2.19
（6.2 %） 

2.25
（28.8 %） 

2.17
（27.9 %） 

第11回 
(1997年) 

2.70
（1.7 %）

2.26
（11.5 %） 

2.26
（7.1 %） 

2.17
（8.5 %） 

2.32
（10.7 %） 

2.16
（24.7 %） 

2.17
（31.5 %） 

第12回 
(2002年) 

2.67
（2.4 %）

2.34
（8.0 %） 

2.11
（11.0 %） 

2.06
（9.0 %） 

2.21
（8.7 %） 

2.26
（30.1 %） 

2.24
（25.8 %） 

第13回 
(2005年) 

2.38
（1.5 %）

2.11
（9.0 %） 

2.01
（9.4 %） 

1.91
（9.6 %） 

2.39
（7.9 %） 

2.16
（32.7 %） 

1.98
（24.7 %） 

2.19
（18.4 %） 

2.15
（22.2 %） 

2.11
（20.5 %） 

2.28
（21.7 %） 

2.39
（25.0 %） 

2.28人
（27.0 %） 

（6）母親との現在における同・近・別居の別にみた完結出生児数 

親との同近別居 

同　居 

近　居 

別　居 

第11回 
(1997年) 

2.30
（31.3 %）

2.25
（26.7 %） 

2.09
（36.7 %） 

第12回 
(2002年) 

2.36
（36.8 %）

2.10
（25.9 %） 

2.20
（34.7 %） 

第13回 
(2005年) 

2.21
（28.1 %）

2.11
（34.1 %） 

1.99
（33.2 %） 

注：夫あるいは妻の母親のいずれかが同居、あるいは近居していれば、 
　　それぞれのカテゴリーに属することとした。 
　　同居には、同じ敷地内で別居の場合を含む。 
　　近居とは、同じ市区町村内で別居している場合とする。 



後に正規から非正規に転向したと思わ

れる妻も相対的に子ども数が少ない。

また、母親と同居している場合に子

どもを多くもつ確率が有意に高くなっ

ている。

その他、人口密度の低い地域に住ん

でいる場合、妻が大学以上の学歴を持

つ場合、夫が自営業である場合に、子

ども数に有意な差がみられる。
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【表2-5】重回帰分析の結果（結婚持続期間15～19年） 

偏回帰係数 有意確率 

***

**

*

*

***

*

**

定数 
 
結婚時の妻の年齢 
　　　　　20歳以下 
　　　　　21～22歳 
　　　　　23～24歳 
　　　　　（25～26歳） 
　　　　　27～28歳 
　　　　　29～30歳 
　　　　　31歳以上 
 
結婚形態 
　　　　　見合い 
　　　　　（恋愛） 
 
居住地〔現在〕 
　　　　　Non-DID 
　　　　　（DID〔人口200万人未満〕） 
　　　　　DID〔人口200万人以上〕 
 
妻の最終学歴 
　　　　　中学 
　　　　　（高校） 
　　　　　短大・高専 
　　　　　大学以上 
 
妻の就業〔学卒後-結婚直後-現在〕 
　　　　　正規-正規-正規 
　　　　　正規-正規-非正規 
　　　　　正規-正規-無職 
　　　　　正規-非正規 
　　　　 （正規-無職） 
　　　　　その他 
 
夫の職業〔結婚直後〕 
　　　　　農林漁業 
　　　　　非農自営 
　　　　　専門・管理 
　　　　　（事務・販売・サービス） 
　　　　　現場労働 
　　　　　その他の正規雇用 
　　　　　パートその他 
 
母親との同近別居〔結婚直後〕 
 同居 
 近居  
　　　　　（別居・死別） 

2.03

0.05
0.01
0.06

（0.00）
-0.05
-0.12
-0.50

-0.10
（0.00）

0.06
（0.00）

0.11

0.06
（0.00）

-0.05
-0.19

-0.06
-0.53
0.06

-0.15
（0.00）

-0.03

0.00
0.28
0.06

（0.00）
0.03
0.03

-0.06

0.20
0.06

（0.00） 

0.000

0.738
0.910
0.413

0.582
0.267
0.008

0.166

0.042

0.431

0.700

0.415
0.031

0.521
0.000
0.408
0.063

0.694

0.982
0.014
0.341

0.697
0.798
0.682

0.008
0.349

（　　）内はレファレンス・カテゴリー 
 　　　　R　　　　　　　 0.261 
 　　　　R2 乗　　　　　 0.068 
 　　　　調整済み R2 乗　0.044 
 　　　　N = 1078 

*  p < 0.05 
** p < 0.01 
***  p < 0.001

注：結婚持続期間15～19年の初婚どうしの夫婦を対象とする。 
　　説明変数のカテゴリーは前項の定義にもとづいている。ただし、妻の就業に 
　　関しては、「最後に学校を卒業した直後」、「結婚直後」、「現在」（ただし、 
　　出産経験のある場合には「第１子が１歳になっとき」）の3時点の就業状況に 
　　より分類をおこなった。 
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2. 出生過程の子ども数（結婚持続期間別にみた出生子ども数）

結婚から5年以上経過した夫婦で減少

結婚持続期間（結婚からの経過期間）の別に平均出生子ども数をみると、５年以上の夫婦では

すべての期間で減少が見られた。５年未満の夫婦では前回に続きやや増加した（表2-6）。

結婚後0～4年の夫婦で無子割合が低下、5～14年の夫婦で2子以上を持つ夫婦が減少

結婚持続期間ごとに子どもの数をみると、結婚後０～４年の夫婦では前回12回調査（2002年）

以降無子割合が低下し、子どもを持つ夫婦が増加している。一方、結婚後５～14年の夫婦では、

第10回調査（1992年）以降２子以上の割合の低下が続いている（図2-1）。

【表2-6】結婚持続期間別にみた、平均出生子ども数 

結婚持続期間 
第7回 

（1977年） 
第8回 

（1982年） 
第9回 

（1987年） 
第10回 

（1992年） 
第11回 

（1997年） 
第12回 

（2002年） 
第13回 

（2005年） 

注：初婚どうしの夫婦を対象とする。斜体の数字は当該標本数が20未満のもの。過去の調査について、厳密な比較のため再集計をおこなった。 

0 ～ 4 年 

5 ～ 9 年 

10～14年 

15～19年 

20年以上 

人 0.80
1.63
1.98
2.09
2.30

0.75

1.71

2.04

2.23

2.32

0.71

1.75

2.10

2.21

2.24

0.80

1.84

2.19

2.21

2.21

0.93

1.97

2.16

2.19

2.30

0.80

1.95

2.16

2.23

2.24

0.93

1.93

2.17

2.19

2.30

【図2-1】 調査別にみた、結婚持続時間別、平均出生子ども数別夫婦数 

0～4年 

5～9年 

10～14年 

28.2
39.0

31.9
38.9

42.6

50.8
42.4

44.7
43.4

44.7

20.4
17.9

22.0
17.2

12.1

38.3
40.0

44.7
46.6

15.8
12.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

4.2
4.3
4.7

8.6
10.3

17.3
16.0
15.0

18.1
21.0

61.8
61.1

60.6
55.8

53.6

15.2
17.4

18.4
15.7

13.9

11.3
10.5

26.7
23.6

51.1
51.5

10.1
13.4

3.5
2.6
3.4
4.8
5.5

11.2
10.2

9.9
9.5
11.6

55.5
59.8
58.7

51.9
54.2

25.6
24.1
24.3

30.1
25.2

4.2
3.4
3.7
3.7
3.6
3.2
3.07.6

5.0
15.5

16.3
51.7

52.3
22.3

23.2

第 7 回（1977年） 
第 8 回（1982年） 
第 9 回（1987年） 
第10回（1992年） 
第11回（1997年） 
第12回（2002年） 
第13回（2005年） 
 

第 7 回（1977年） 
第 8 回（1982年） 
第 9 回（1987年） 
第10回（1992年） 
第11回（1997年） 
第12回（2002年） 
第13回（2005年） 
 

第 7 回（1977年） 
第 8 回（1982年） 
第 9 回（1987年） 
第10回（1992年） 
第11回（1997年） 
第12回（2002年） 
第13回（2005年） 
 

0人 1人 2人 3人 4人以上 



金子隆一

本章では、第７～13回調査から得られる夫婦出生力指標を妻の出生コーホート（生まれ年）別

に比較分析した結果を報告する。最初に妻の年齢コーホート、および出生年コーホートについて

平均出生子ども数の推移を観察した結果を報告する。

1. 妻の年齢別にみた出生子ども数

妻が1960年代生まれの夫婦で、子ども数が減少

第７回以降の出生動向基本調査によって、妻の年齢階級ごとに夫婦の平均出生子ども数の推移

を見ると、年齢層によっては、第10回以降の調査で低下が見られる（表3-1、図3-1）。その低下

は1990年前後（第９～10回調査間）に25～34歳の年齢層で始まり、さらに35歳以降でも減少が続

いており、今回調査では40歳以上においても低下が見られた（図3-1ではこの低下が見られる部

分に破線の囲みを施した）。したがって、1990年前後に始まった夫婦出生力の低下は、ほぼ完結出

生力の低下にまで達したことになる。すでに前章において結婚持続期間15～19年夫婦の完結出生

児数の減少が観察されたが、ここでの年齢別観察においても確認されたことになる。

ただし、20歳代の若い層では、この減少は2000年前後（第11～12回調査間）に横ばいから増加

へと転じている。これは同時期に際立って増えた結婚前の妊娠による出生の影響によるものと見

られる。すなわち、この年代では出生することを前提に結婚した夫婦の割合が高いために、夫婦

あたりの平均出生子ども数が多くなっている。
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第3章　夫婦出生のコーホート分析

【表3-1】調査回ごとにみた、妻の年齢別、平均出生子ども数 

注：20歳未満は標本数が少ないため省略 

20～24歳 

25～29歳 

30～34歳 

35～39歳 

40～44歳 

45～49歳 

妻の年齢 

人 

第7回調査 
(1977年)

第8回調査 
(1982年)

第9回調査 
(1987年)

第10回調査 
(1992年)

第11回調査 
(1997年)

第12回調査 
(2002年)

0.75

1.36

1.99

2.16

2.18

2.33

0.50

1.28

1.99

2.16

2.21

2.21

0.72

1.32

1.98

2.14

2.18

2.22

0.69

1.09

1.76

2.15

2.16

2.18

0.68

0.95

1.61

2.06

2.18

2.13

0.85

0.96

1.52

1.90

2.17

2.20

第13回調査 
(2005年)

0.84

1.08

1.47

1.85

2.00

2.15



これらは各調査時期に、特定の年齢階層にあった世代（年齢コーホート）の世代間の推移を見

ていることになり、最近のコーホートでは20歳代後半から40歳代にかけて夫婦の出生に目立った

低下が生じていることを示している。以降の節ではこの低下について、妻の出生コーホートによ

る比較を行うことにする。

2. 妻の世代別にみた出生子ども数

平均出生子ども数の動向を妻の出生年別にみると、1960年代生まれの世代で20歳代末から夫婦

の出生力が低下していることがわかる（表3-2、図3-2）。また、図3-3では、同じデータを妻の

コーホート（出生年）ごとの累積過程として示している。これは、各世代の結婚している女性

（妻）において、平均の出生経験数が年齢とともに増加して行くようすを示している。

最初に大きな出生数の低下が見られた1960～64年生まれコーホートでは、その後にある程度の

キャッチアップ（産み戻し）が見られ、35歳以降の高い年齢でそれ以前のコーホートに近づいて

いる。したがって、この世代の20歳代後半から30歳代にかけての低下は、出生タイミングの遅れ

による部分も大きいと見られる。続く1965～69年生まれでは、この20歳代末からの出生低下がい

っそう大きくなっているが、最新の第13回調査の結果を見ると、35.5～40.5歳（表側37.5～42.5歳

の欄－表3-2脚注参照）での出生数は、前世代にいくぶん近づいており、やはりキャッチアップ

が見られる。しかし、この世代の30歳代までの出生数の落ち込みは大きく、これがどこまで産み

戻せるかは、続く世代の今後の夫婦出生を見通す上で重要である。
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【図3-1】妻の年齢別にみた、平均出生子ども数の推移 

1.09

1.47

2.06

0.85

0.680.690.72

0.50

0.75

0.95 0.96
1.08

0.84

1.32
1.28

1.36

1.52
1.61

1.76

1.981.991.99

2.16 2.16 2.14 2.15

1.90 1.85

2.00

2.172.182.162.182.212.18

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

35-39歳 

30-34歳 

25-29歳 

20～24歳 

40～44歳 

注：図中、破線の囲みは夫婦の平均子ども数に低下が見られる部分。 

夫
婦
の
平
均
出
生
子
ど
も
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第7回調査 
（1977年） 

第8回調査 
（1982年） 

第9回調査 
（1987年） 

第10回調査 
（1992年） 

第11回調査 
（1997年） 

第12回調査 
（2002年） 

第13回調査 
（2005年） 



1970年代前半生まれの世代に至ると、低下はほぼ一段落している。ただし、70年代後半以降に

至ると、婚前妊娠による出生の影響で、若年においてむしろ以前の世代より平均出生子ども数は

多くなっている。
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平均出生子ども数 

妻の年齢＼妻の出生年 

0.75

2.39

95%信頼幅 

【表3-2】妻の出生年別にみた、妻の年齢別、平均出生子ども数、および95％信頼幅 

17.5～22.5歳 
22.5～27.5歳 
27.5～32.5歳 
32.5～37.5歳 
37.5～42.5歳 
42.5～47.5歳 
47.5～50歳 

1925～ 
1929年 

1930～ 
1934年 

1935～ 
1939年 

1940～ 
1944年 

1945～ 
1949年 

1950～ 
1954年 

1955～ 
1959年 

1960～ 
1964年 

1965～ 
1969年 

1970～ 
1974年 

1975～ 
1979年 

1980～ 
1984年 

1985～ 
1989年 

注：第7回調査(1977年)～第13回調査(2005年)による。太字が第13回調査の結果。22.5歳以前は標本数が少ないため掲載を省略。 
　　なお、第13回調査のみ調査間隔が短いため、表側に示した年齢より各2年若い時点での子ども数を示している 
　（たとえば表側「22.5～27.5歳」は、第13回調査では「20.5～25.5歳」に対応する）。 

2.22
2.20

2.18
2.20
2.18

2.11
2.19
2.24
2.20

1.70
2.10
2.14
2.15
2.11

1.72
1.72
2.09
2.18
2.19
2.19

0.46
1.69
1.69
2.01
2.13
2.18
2.16

0.46
1.43
1.43
1.89
2.07
2.01

0.56
1.22
1.22
1.73
1.87

0.69
1.21
1.21
1.51

0.66
1.09
1.09

0.75
0.00

妻の年齢＼妻の出生年 

0.49

0.08

17.5～22.5歳 
22.5～27.5歳 
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42.5～47.5歳 
47.5～50歳 
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【図3-2】妻の年齢階層別にみた、平均出生子ども数のコーホート推移 
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注：表3-2のデータを図示したもの。図中、破線の囲みは夫婦の平均子ども数に低下が見られる部分。 
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本調査では、調査時点の出生数（出生経験数）だけでなく、各夫婦について結婚してからの妊

娠・出生履歴を調べている。実はこの結果を用いると、妻の年齢に沿った各夫婦の出生歴を再構

成することによって、図3-3に示した妻の年齢別平均出生子ども数を実際の履歴に沿った形で観

察することができる。図3-4にその結果を示した。
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【図3-3】妻の世代（出生年）別にみた、妻の年齢別、平均出生子ども数 
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注：各年齢において結婚している女性(妻)の平均出生子ども数を世代別に比較したもの。 
　　数値は1950～54年生まれ、1970～75年生まれのもの。 
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【図3-4】妻の世代（出生年）別にみた、妻の年齢別、平均出生子ども数 出生歴による再構成 
 



この結果の観察によると、妻1960年代生まれの夫婦で出生力が大きく下がった点など、概ね先

の観察と同じ傾向が見られるが、変化の明瞭でなかった世代間にも細かな差を見出すことができ

る。妻1960～64年生まれでは、キャッチアップによってかなり先行世代に近づいたが、こちらの

観察によれば、1955～59年生まれ世代に完全に追いつくことはなさそうである。また続く65～69

年生まれでも、十分なキャッチアップはさらに困難と見られる。さらに、妻1970～74年生まれで

は、60年代生まれほど大幅に出生力が低下していないものの、30歳代前半においてやはり先行世

代よりは出生ペースが遅いことが見られる。ただし、1975～79年生まれは、婚前妊娠の影響と見

られる効果によって20歳代において先行世代より高めに推移している。
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守泉　理恵

1. 理想子ども数・予定子ども数の動向

本調査では、夫婦にとっての理想的な子ども数（理想子ども数）と、実際に持つつもりの子ど

も数（予定子ども数）をたずねている。理想子ども数は、「あなた方ご夫婦にとって、理想的な子

どもの数は何人ですか」という設問に対する回答である。予定子ども数は、「あなた方ご夫婦の今

後のお子さんの予定についておたずねします」という設問に対して回答された、今後生むつもり

の子ども数に、すでにその夫婦が持っている子ども数を足したものである。

理想子ども数、予定子ども数ともに減少の傾向

平均理想子ども数は、すべての結婚持続期間で前回調査を下回り、全体（総数）で初めて2.5人

を下回った。また、夫婦が実際に持つつもりの子ども数（平均予定子ども数）も、第９回調査

（1987年）以降の低下傾向が継続し、前回調査を下回る2.11人となった。予定子ども数については、

結婚後10年未満の若い夫婦で下げ止まっている一方、10年～19年の夫婦では低下が目立つ。
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第4章　子ども数についての考え方

【表4-2】調査別にみた、結婚持続期間別、平均予定子ども数 

【表4-1】調査別にみた、結婚持続期間別、平均理想子ども数 

2.42 
2.56
2.68
2.67
2.79
2.61

（8,314） 

2.49
2.63
2.67
2.66
2.63
2.62

（7,803） 

2.51
2.65
2.73
2.70
2.73
2.67

（8,348） 

2.40
2.61
2.76
2.71
2.69
2.64

（8,627） 

2.33
2.47
2.58
2.60
2.65
2.53

（7,069） 

2.31
2.48
2.60
2.69
2.76
2.56

（6,634） 

2.30
2.41
2.51
2.56
2.62
2.48

（5,634） 

第7回調査 
(1977年)

第8回調査 
(1982年)

第9回調査 
(1987年)

第10回調査 
(1992年)

第11回調査 
(1997年)

第12回調査 
(2002年)

第13回調査 
(2005年)

結婚 
持続期間 

0～4年 
5～9年 
10～14年 
15～19年 
20年以上 
総   数 

（標本数） 
 

注：各回とも初婚どうしで妻の年齢50歳未満の夫婦を対象として計算。（　　）内の標本数は理想子ども数、予定子ども数不詳を除いた数。 
　　8人以上は8人として計算。過去の調査についても比較のため再計算を行なったので、過去の概要版の数値とわずかに異なる。 

人 

人 

2.08
2.17
2.18
2.13
2.30
2.17

（8,129） 

2.22
2.21
2.18
2.21
2.21
2.20

（7,784） 

2.28
2.25
2.20
2.19
2.24
2.23

（8,024） 

2.14
2.18
2.25
2.18
2.18
2.18

（8,351） 

2.11
2.10
2.17
2.22
2.19
2.16

（6,472） 

1.99
2.07
2.10
2.22
2.28
2.13

（6,564） 

2.05
2.05
2.06
2.11
2.30
2.11

（5,603）

第7回調査 
(1977年)

第8回調査 
(1982年)

第9回調査 
(1987年)

第10回調査 
(1992年)

第11回調査 
(1997年)

第12回調査 
(2002年)

第13回調査 
(2005年)

結婚 
持続期間 

0～4年 
5～9年 
10～14年 
15～19年 
20年以上 
総   数 

（標本数） 
 

人 

人 
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【図4-1】結婚持続期間別にみた、平均理想子ども数と平均予定子ども数　－第13回調査－ 

【図4-2】調査別にみた、平均理想子ども数・予定子ども数の推移 

【図4-3】結婚10年未満の夫婦の平均理想子ども数と平均予定子ども数の推移 

2.30
2.41

2.51 2.56

1.24

0.42

0.81

1.63
1.98

2.09

0.020.08

0.0人 

1.0人 

2.0人 

3.0人 

0～4年 5～9年 10～14年 15～19年 
結婚持続期間 

2.05
2.112.062.05理想 

子ども数 
 

追加予定 
子ども数 

現存 
子ども数 

理想 
子ども数 

 

追加予定 
子ども数 

現存 
子ども数 

理想 
子ども数 

 

追加予定 
子ども数 

現存 
子ども数 

予
定
子
ど
も
数 

予
定
子
ど
も
数 

予
定
子
ど
も
数 

2.61 2.62 2.67 2.64
2.53 2.56 2.48

1.78 1.77

0.32 0.34

1.841.85 1.88 1.93 1.86

0.320.32 0.320.30
0.35

0.0人 

1.0人 

2.0人 

3.0人 

2.17 2.13 2.112.162.182.232.20

第7回 
（1977年） 

第8回 
（1982年） 

第9回 
（1987年） 

第10回 
（1992年） 

第11回 
（1997年） 

第12回 
（2002年） 

第13回 
（2005年） 

第7回 
（1977年） 

第8回 
（1982年） 

第9回 
（1987年） 

第10回 
（1992年） 

第11回 
（1997年） 

第12回 
（2002年） 

第13回 
（2005年） 

2.42 2.49 2.51
2.40 2.33 2.31 2.30

0.76 0.81

1.16
1.23 1.24

0.790.940.790.93 0.74

1.35 1.341.43 1.36

0.0人 

1.0人 

2.0人 

3.0人 

2.08
2.051.99

2.112.14
2.282.22



理想子ども数、予定子ども数の分布を見ると、理想子ども数・予定子ども数とも、より少ない

子ども数へと選択が移ってきていることが分かる。理想子ども数では、第7回の頃は無子を理想と

する夫婦はゼロに近かったが、今回調査では2.6％であり、調査を追うごとに少しずつ増加してい

る。また、「2人」を理想とする夫婦が増えており、理想子ども数は集中化する傾向にある。すな

わち、「3人」や「4人」は減少傾向にある（表4-3）。

予定子ども数では、「1人」が徐々に増える傾向にあり、2002年の第12調査以降、予定1人の夫婦

は全体の1割に達している。今回調査では12.2％となった（表4-4）。

理想子ども数と予定子ども数の分布を比較すると、0～2人では理想子ども数の分布より予定子

ども数の分布が大きく、3人以上では反対の傾向を示している。とくに、「3人」の部分では、理想

として4割の夫婦が選んでいるにもかかわらず、予定では2割強であり、差が大きい。「1人」では、

逆に、これを理想とする夫婦はごくわずか3％余りだが、予定としている夫婦は12％にのぼる。

2. 子どもを持つ理由

子どもを持ちたい理由の最多は「子どもがいると生活が楽しく豊かになるから」

理想子ども数を１人～5人以上と回答した夫婦について、子どもを持ちたいと思う理由をたずね

た結果が表4-5である。もっとも多いのは「子どもがいると生活が楽しく豊かになるから」であ

り、総数で74.5％が選択している。次いで「結婚して子どもを持つことは自然なことだから」が

56.4％、「好きな人の子どもを持ちたいから」が32.8％と続く。ただし、「子どもを持つことは自然」

と「好きな人の子どもを持ちたい」は年齢によって回答に差があり、20歳代までの女性では、「自

然」より「好きな人の子」の選択率が高い。
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【表4-3】調査別にみた、理想子ども数の分布 

0人 1人 2人 3人 4人 5人以上 
調査年次 

理想子ども数 

第 7 回（1977年） 
第 8 回（1982年） 
第 9 回（1987年） 
第10回（1992年） 
第11回（1997年） 
第12回（2002年） 
第13回（2005年） 
 

100.0%（8,314） 
100.0 （7,803）
100.0 （8,348）
100.0 （8,627）
100.0 （7,069）
100.0 （6,634）
100.0 （5,634） 

0.3%
1.6
1.3
1.5
1.9
1.7
2.6

2.8
2.3
2.0
2.6
3.2
3.0
3.2

43.8
40.4
37.6
37.8
43.6
43.4
45.7

43.9
45.3
47.6
47.8
43.7
42.4 
41.9

7.6
9.3

10.8
9.3
6.5
8.3
5.8

1.6
1.2
0.8
1.0
1.1
1.1
0.8

総 数 （標本数） 

【表4-4】調査別にみた、予定子ども数の分布 

0人 1人 2人 3人 4人 5人以上 
調査年次 

予定子ども数 

第 7 回（1977年） 
第 8 回（1982年） 
第 9 回（1987年） 
第10回（1992年） 
第11回（1997年） 
第12回（2002年） 
第13回（2005年） 
 

100.0%（8,129） 
100.0 （7,784）
100.0 （8,024）
100.0 （8,351）
100.0 （6,472）
100.0 （6,564）
100.0 （5,603） 

2.3%
2.1
1.6
2.5
2.7
3.7
3.7

11.4
8.6
8.3
9.2
9.8

11.3 
12.2

57.5
59.8
59.1
58.6
59.7
56.5
57.1

25.1
26.5
27.9
27.1
24.9
25.5
24.2

3.0
2.5
2.8
2.3
2.6
2.7
2.3

0.7
0.5
0.3
0.3
0.3
0.3
0.6

総 数 （標本数） 



3. 理想・予定差とその理由

予定子ども数が理想子ども数を下回る理由：「お金がかかりすぎる」が最多

理想子ども数と予定子ども数の回答について、その差の有無を調査別に示したのが表4-6である。

今回調査では、理想と予定が一致した夫婦が60.7％、予定が理想を下回っている夫婦が35.3％、残

り4.0％は予定が理想を上回っている夫婦であった。したがって、過半数の夫婦は理想と予定が一致

しているものの、35％の夫婦は理想の数までの子どもを持たない選択をしていることが分かる。

理想＞予定の35.3％の夫婦について、理想の子ども数を持たない理由をたずねたところ、「子育

てや教育にお金がかかりすぎるから」が最も多く、とくに25～39歳の年齢層では前回調査より増

加した（表4-7）。依然として子育ての金銭的負担が理想子ども数を持てない（持たない）大きな

理由である。また、「自分の仕事に差し支える」という理由は、25～34歳層で２割を超えており、

出生行動が活発になる時期と仕事のキャリア形成期が重なっているこの年齢層で、仕事と子育て

の兼ね合いが問題になっていることがうかがえる。また、30歳代までの層で「夫の家事・育児へ

の協力が得られない」「夫が望まない」が前回調査より増えた。
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【表4-5】子どもを持つ理由 

妻
の
年
齢 

標
本
数 

子
ど
も
が
い
る
と
生
活
が
楽
し 

く
豊
か
に
な
る
か
ら 

結
婚
し
て
子
ど
も
を
持
つ
こ
と 

は
自
然
な
こ
と
だ
か
ら 

好
き
な
人
の
子
ど
も
を
持
ち
た 

い
か
ら 

子
ど
も
は
夫
婦
関
係
を
安
定
さ 

せ
る
か
ら 

子
ど
も
は
将
来
の
社
会
の
支
え 

と
な
る
か
ら 

子
ど
も
は
老
後
の
支
え
に
な
る 

か
ら 

夫
や
親
な
ど
周
囲
が
望
む
か
ら 

子
ど
も
を
持
つ
こ
と
で
周
囲
か 

ら
認
め
ら
れ
る
か
ら 

そ
の
他 

18.5

19.5

25.0

26.2

25.3

29.5

25.6
33.2

（130） 
（544）
（1,148）
（1,281）
（1,215）
（1,170） 
（5,488） 
（6,271） 

25歳未満 

25～29歳 

30～34歳 

35～39歳 

40～44歳 

45～49歳 

総数 

第12回総数 

80.0

73.2

76.3

76.6

74.5

70.3

74.5
81.6

49.2

45.6

49.0

57.5

60.2

64.1

56.4
55.6

60.8

48.7

36.1

31.9

28.1

24.9

32.8
39.6

11.5

12.3

17.2

21.1

22.6

24.8

20.3
26.6

16.9

16.0

20.1

20.5

15.1

16.6

17.9
19.0

10.8

13.6

13.3

13.7

10.7

9.9

12.1
11.5

2.3

5.3

5.8

6.5

5.6

5.6

5.7
6.9

5.4

11.0

7.2

7.7

5.6

5.0

6.8
5.4

（複数回答） 

%

%
%

【表4-6】調査別にみた、理想子ども数と予定子ども数の差の有無 
総 数 （標本数） 理想＜予定 理想＝予定 理想＞予定 調査年次 

100.0%

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

（7,809） 
（7,767）
（7,926） 
（8,288） 
（6,420） 
（6,313） 
（5,522） 

4.0%

3.1

3.1

3.1

2.8

4.1

4.0

58.6

60.3

57.7

56.7

63.9

58.7

60.7

37.4

36.6

39.2

40.3

33.3

37.3

35.3

第 7 回（1977年） 

第 8 回（1982年） 

第 9 回（1987年） 

第10回（1992年） 

第11回（1997年） 

第12回（2002年） 

第13回（2005年） 

 



多めの理想子ども数を実現できない理由は経済面、
予定子ども数が少ないのは「できないから」

表4-8は、理想・予定子ども数の組み合わせ別に、理想の子ども数をもたない理由の選択率を

集計したものである。理想は３人だが予定は２人という組み合わせが過半数（55.3％）を占め、

その差の理由では「お金がかかりすぎる」（74.7％）が多い傾向がある。次いで理想２人予定１人

の組み合わせが20.4％いるが、その差の理由は「お金」（54.8％）が減る一方、「欲しいけれどもで

きない」（26.9％）が多くなる。概して、予定子ども数が少数（0人、1人）にとどまっている夫婦

では「欲しいけれどもできない」が主要な理由となっており、予定２人以上でそれより多い理想

を持つ夫婦では「お金」や「家が狭い」など経済面の理由が多いという特徴がみられる。
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（複数回答） 
【表4-7】妻の年齢別にみた、理想の子ども数を持たない理由 
　　　　　―予定子ども数が理想子ども数を下回る夫婦について― 

子
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ら 
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ら 

一
番
末
の
子
が
夫
の
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年
退
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で
に
成
人
し
て
ほ
し
い
か
ら 

夫
が
望
ま
な
い
か
ら 

自
分
や
夫
婦
の
生
活
を
大
切
に
し 

た
い
か
ら 

そ
の
他 

標
本
数 

妻
の
年
齢 

（20）
（115）
（329）
（464）
（485）
（412） 
（1,825）

（21）
（186）
（417）
（525）
（516）
（469）
（2,134） 

25歳未満 
25～29歳 
30～34歳 
35～39歳 
40～44歳 
45～49歳 
総　　数 
（第12回調査） 
25歳未満 
25～29歳 
30～34歳 
35～39歳 
40～44歳 
45～49歳 
第12回総数 

80.0%
83.5
78.7
75.0
56.3
51.2
65.9%

81.0%
81.7
75.5
59.2
57.8
53.1
62.9%

－
6.1

18.2
40.1
52.8
44.9
38.0

4.8
7.5

16.5
42.1
40.7
41.4
33.2

20.0
20.0
24.6
26.5
20.8
15.0
21.6

14.3
16.7
25.7
25.5
20.3
18.3
21.8

 
 

20.0
27.8
21.9
17.9
14.6
13.8
17.5

33.3
15.1
21.8
18.1
15.1
14.1
17.1

－
4.3

12.5
16.4
21.9
19.7
16.9

23.8
11.8
15.1
19.0
23.6
23.0
19.7

－
7.8

10.6
16.8
20.4
18.4 
16.3

－
5.4

12.9
16.2
20.5
17.3
15.7

15.0
20.0
19.8
17.9
12.6

9.5 
15.0

14.3
20.4
18.0
16.2
13.0

9.2
14.6

25.0
20.0
19.1
17.0
10.5

7.5
13.8

19.0
13.4

9.4
13.5
12.2
11.9
12.1

5.0
16.5
18.2
16.2

9.7
11.4 
13.6

19.0
28.0
27.1
20.2
17.1
15.6
20.4

5.0
5.2
7.0
8.0

12.0
7.5 
8.5

4.8
6.5
6.2

12.4
11.6

8.7
9.6

10.0
13.0
12.5

9.7
7.2
3.4
8.3

14.3
8.6
8.2
7.0
6.2
6.8
7.2

10.0
13.0
11.9

8.6
7.2
3.9
8.1

14.3
18.3
17.3
13.0

8.9
4.9

11.5

10.0
13.0
11.2

8.2
5.2
9.2
8.5

－
7.0
6.5
6.7
4.7
4.5
5.6

高
年
齢
で
生
む
の
は
い
や
だ
か
ら 

注：予定子ども数が理想子ども数を下回る初婚どうしの夫婦について。複数回答のため合計は100％を超える。 
　　理想予定差理由不詳を除いた選択率。 



4. 社会経済属性と理想・予定子ども数

高学歴者、非正規就業者で理想・予定子ども数が低い傾向

子ども数に関する意識は、個人の社会経済属性と相互に関連している。例えば、学歴達成を通じ

て子どもに対する考え方が影響を受けたり、就業状況が個人や世帯の経済力を規定し、そのことが

持とうとする子ども数に影響を与えたりする。配偶関係、親との同別居、居住地域なども同様に相

互関連するだろう。ここでは、妻の学歴と就業状況別に、理想・予定子ども数の集計を行った。

まず、妻の学歴別では、高卒の妻で理想・予定子ども数がもっとも高かった。一方、大学・大

学院卒の高学歴女性では、理想・予定子ども数がもっとも低く、予定子ども数は2人を切っている。

短大・高専卒までと、大卒以上でわずかながら差が見られる。
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【表4-8】妻の年齢別にみた、理想の子ども数を持たない理由 
　　　　　―予定子ども数が理想子ども数を下回る夫婦について― （複数回答） 
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妻の現在の就業状況別の集計では、子育てが落ち着いてからパート・アルバイト等で再就職を

する女性も多いため、結婚10年未満の夫婦に限定した。この層は比較的年齢が若く、予定の子ど

も数を産み終えていないカップルも多い。図4-5によると、パート・アルバイトや派遣・嘱託・

契約社員の非正規就業の妻で、平均理想・予定子ども数が他と比べて低いことが分かる。一方で、

自営業主等と無職・家事の妻は出生意欲が高く、理想子ども数と予定子ども数の平均値の差も小

さい。正規職員は上述の両者の中間に位置するが、理想子ども数がそれなりに高い割には、予定

子ども数とのギャップが大きい。ただし、就業状況が子ども数に関する意識に影響を与える一方、

例えば子どもを3人以上持ちたいから、生活時間をより多く持てる専業主婦を選択するなど、子ど

も数に関する意識が個人の就業状況を規定している可能性も考えられる。
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【図4-4】妻の学歴別にみた、平均理想・予定子ども数 

注：棒グラフの（　）内は有効サンプル数。 
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【図4-5】妻の現在の従業上の地位別にみた、平均理想・予定子ども数 

注：棒グラフの（　）内は有効サンプル数。 
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5. 理想とする男女児組み合わせ

女児選好の進行は横ばい

理想子ども数が1人以上と答えた妻に対して、その男女児の内訳に理想があるかどうかたずねた

ところ、理想子ども数0人と不詳を除いた5,488人のうち、60.1％が「理想あり」であった。その理

想の男女児組み合わせについて、理想子ども数3人までの集計結果を示したのが表4-9である。

理想子ども数1人の場合、女児がよいとするとする妻は引き続き増えており、今回調査で77.8％

に達した。理想2人では男女児1人ずつのバランス選好に回答が集中し、次いで女児2人が1割を占

める。理想3人では、男児1人・女児2人に約6割の回答が集中し、男児2人・女児1人の男児選好を

大きく上回った。

全体的にみて、80年代後半以降、現在までを通じて、女児選好が強まる傾向が見られる。理想

男女児組み合わせが実現したときの性比を示した図4-6でも、1987年に男女児構成がほぼ半々に

なったあとは女児の構成が50％を超えており、女児を望む傾向が続いていることが分かる。

前回調査との比較では、変化はおおむね横ばいであった。
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3人 

理想子ども数の男女児組み合わせ 

【表4-9】調査･理想子ども数別にみた、理想の男女児組み合わせ別、夫婦割合 

【図4-6】調査別にみた、理想男女児数の総和の構成 

注：理想子ども数が１人以上の夫婦(初婚どうし)のうち、男女児組み合わせに理想があると回答した夫婦について（回答者は妻）。 
　　理想子ども数4人以上の組み合わせについては掲載を省略。本表の標本数:理想子ども数１人(72人)､2人(1,665人)､3人(1,374人)。 
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佐々井司、岩澤美帆

ここでは、結婚した女性の就業状況の変化と子どもの生み方、および子育て支援の実態につい

て報告する。

1. 妻の就業と出生

就業しながら子育てする妻、結婚5年未満で2割弱、5～9年では4割

結婚前に就業していた妻について、結婚後の就業状況について調べたところ、結婚後5年未満で

就業しているのは45.5％、専業主婦は53.9％であった。子どもを持ちながら就業している妻に限る

と18.6％、さらに正規雇用に限ると11.0％である。前回と比較すると、結婚後5～9年で子どもを持

つ就業者の割合が増加しており、子どもが比較的幼いうちから再就職する妻が増加傾向にある。

ただし、正規雇用については上昇幅は小さく、増加の大半は非正規雇用とみられる。結婚後10～

14年では子を持つ就業者（54.4％）が、子を持つ専業主婦（36.8％）を上回る。
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第5章 子育ての状況

【表5-1】調査・結婚持続期間別にみた、妻の就業状態および子どもの有無の構成 
（結婚前就業していた妻について） 

結婚持続期間・ 
調査（調査年次） 

0～4年 

5～9年 

10～14年 

総数(標本数） 就　業 
正規雇用（再掲） 

妻の就業状態 

子なし 子あり 子なし 子あり 子なし 

専業主婦 

子あり 

注：対象は妻が結婚前就業していた初婚どうしの夫婦(子ども数不詳を除く)。妻の現在の就業状態の定義は以下の通り。 
　　就業：結婚前就業～現在就業、正規雇用：結婚前正規雇用～現在正規雇用（正規雇用には派遣・嘱託含む）、専業主婦：結婚前就業～現在無職。 
　　総数には就業状態不詳を含む。なお、結婚前就業していた妻の割合は、第10回91.6%、第11回93.5%、第12回84.8%、第13回86.0％。 

第10回（1992年） 
第11回（1997年） 
第12回（2002年） 
第13回（2005年） 
第10回（1992年） 
第11回（1997年） 
第12回（2002年） 
第13回（2005年） 
第10回（1992年） 
第11回（1997年） 
第12回（2002年） 
第13回（2005年） 

100.0%
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0

（1,462）
（1,215）
（1,281）
（   935） 
（1,473）
（1,219）
（1,160） 
（1,107）
（1,512）
（1,223）
（1,124）
（1,132） 

23.3
26.0
26.6
26.8

5.6
8.0
6.8
8.3
3.2
3.4
3.6
5.4

14.8
15.1
18.1
18.6
35.3
35.6
34.1
40.2
51.7
56.3
55.5
54.4

15.5
14.3
17.5
16.1

3.4
3.2
2.9
3.4
1.7
1.4
1.5
2.3

9.3
8.1

10.7
11.0
17.2
11.6
13.9
14.7
20.6
15.1
15.5
16.9

15.7
15.7
13.0
11.8

2.8
2.5
3.8
2.8
1.3
2.0
1.6
2.0

45.6
42.3
41.3
42.1
55.7
52.5
54.3
47.7
43.1
36.7
38.2
36.8

%%



出産後も就業を継続する妻は増えていない

第１子の出産前後に妻の就業状態がどのように変化したかを調べた（図5-2）。妊娠前から無職

である割合は減少傾向にあり、妊娠判明時に妻が就業している割合は高まっていると言える。し

かしながら、他方で出産退職は増加傾向にある。すなわち、育児休業制度を利用して就業を継続

した妻は増加しているものの、就業継続者そのものは1980年代後半以降、25%前後で大きく変化

はしていない。
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60%

【図5-1】調査・結婚持続期間別にみた、妻の就業状態および子どもの有無の構成 
　　　　（結婚前就業していた妻について） 

結婚持続 
期　　間 
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【図5-2】子どもの出生年別、第１子出産前後の就業経歴の構成 

注：1歳以上の子を持つ初婚どうし夫婦について、第12～13回調査を合わせて集計した。 
　　出産前後の就業経歴： 就業継続（育休利用）－第１子妊娠前就業～育児休業取得～第１子１歳時就業 
 就業継続（育休なし）－第１子妊娠前就業～育児休業取得なし～第１子１歳時就業 
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妻の就業経歴による出生
子ども数に大きな差はない

結婚前に妻が就業しており、１

歳以上の子どもがいる夫婦につい

て、妻の就業経歴を調べたところ、

図5-3および表5-2のようになっ

た。結婚後5年未満では、正規雇用

で継続している正規継続型が増加

傾向にあるが、それ以外の結婚持

続期間では、正規雇用以外の就業

継続型や再就職型が増えており、

全般的に専業主婦型は減少してい

る。

妻の就業経歴と出生子ども数と

の関係を見ると、大きな差は見ら

れない。今回の調査では結婚後5年

未満と5～9年の夫婦で、妻が継続

して働いている場合にわずかに子

ども数が少ない傾向が見られたが、

結婚後10～14年、15～19年の夫婦

では、妻の就業経歴による出生子

ども数に大きな差は見られない。
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0～4年 

【図5-3】調査別・結婚持続時間別にみた、妻の就業経歴別夫婦構成 
　　　　ー1歳以上の子どもを持つ夫婦ー 

結婚持続 
期　　間 

第10回（1992年) 

第11回（1997年) 

第12回（2002年) 

第13回（2005年)

5～9年 
第10回（1992年) 

第11回（1997年) 

第12回（2002年) 

第13回（2005年)

10～14年 
第10回（1992年) 

第11回（1997年) 

第12回（2002年) 

第13回（2005年)

15～19年 
第10回（1992年) 

第11回（1997年) 

第12回（2002年) 

第13回（2005年)

【表5-2】調査別・結婚持続期間別にみた、妻の就業経歴別夫婦構成　－１歳以上の子どもを持つ夫婦－ 

注：対象は妻が結婚前に就業しており１歳以上の子どもがいる初婚どうしの夫婦(子ども数不詳を除く)。妻の就業経歴の定義は以下の通り。 
　　　就業継続型：結婚前就業～第１子出産後就業～現在就業／正規継続型：結婚前正規雇用～第１子出産後正規雇用～現在正規雇用(正規雇用には 
　　　派遣・嘱託含む)／再就職型：結婚前就業～第１子出産後無職～現在就業／専業主婦型 ：結婚前就業～第１子出産後無職～現在無職 
　　総数にはその他の就業経歴・就業経歴不詳を含む。 

0～4年 

5～9年 
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15～19年 

結婚持続期間・ 
調査（調査年次） 

総数( 標本数 )
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（再掲） 
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その他 
不詳 

妻の就業経歴 

第10回(1992年) 
第11回(1997年) 
第12回(2002年) 
第13回(2005年) 
第10回(1992年) 
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第11回(1997年) 
第12回(2002年) 
第13回(2005年)

100.0 %（678）
100.0 （477） 
100.0 （579）
100.0 （422）
100.0 （1,314）
100.0（1,007）
100.0 （998） 
100.0 （936） 
100.0（1,407）
100.0 （967）
100.0（1,034）
100.0（1,005）
100.0（1,561）
100.0 （947）
100.0 （991）
100.0 （844） 

18.7 %
19.3
21.8
22.0
21.7
20.8
22.9
23.0
24.2
22.1
23.4
20.3
29.7
24.4
28.4
25.0

11.7
12.8
15.0
15.6
12.7
11.2
13.3
12.8
12.0

9.6
11.6
11.1
13.8
10.3
12.7
11.5

6.2
7.3
7.3
6.9

15.9
17.8
14.5
20.3
27.9
35.1
34.1
36.0
39.9
41.9
43.7
46.0

66.7
65.6
63.0
58.3
52.1
53.6
54.6
45.3
37.4
36.7
36.8
34.8
21.7
27.3
22.7
22.6

8.4
7.8
7.9

12.8
10.3

7.8
7.9

11.4
10.6

6.1
5.7
8.9
8.7
6.3
5.2
6.4
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－ 全　国 － 

－ 人口集中地区 － 

【表5-3】調査別・結婚持続期間別にみた、妻の就業経歴別、平均出生子ども数 
　　　　　ー1歳以上の子供を持つ夫婦ー 

注：対象は妻が結婚前に就業しており1歳以上の子どもがいる初婚どうしの夫婦(子ども数不詳を除く)。人口集中地区は、国勢調査において人口集中の 
　　程度によって定義される都市的地域。就業経歴の定義・構成については,表5-2参照。 

0～4年 

5～9年 

10～14年 

15～19年 

結婚持続期間・ 
調査（調査年次） 

総　　　数 
就業継続型 正規継続型 

（再掲） 
再就職型 専業主婦型 

標本数 

妻の就業経歴 

第10回(1992年) 
第11回(1997年) 
第12回(2002年) 
第13回(2005年) 
第10回(1992年) 
第11回(1997年) 
第12回(2002年) 
第13回(2005年) 
第10回(1992年) 
第11回(1997年) 
第12回(2002年) 
第13回(2005年) 
第10回(1992年) 
第11回(1997年) 
第12回(2002年) 
第13回(2005年)

1.39人 
1.31 
1.30 
1.39
2.04 
1.97 
1.93 
1.85 
2.32 
2.25 
2.16 
2.15 
2.29 
2.30 
2.32 
2.22

1.35人 
1.29 
1.27 
1.28 
2.04 
2.00 
1.94 
1.76 
2.41 
2.20 
2.19 
2.19 
2.35 
2.41 
2.33 
2.26

1.35 
1.31 
1.29 
1.29 
2.04 
1.93 
1.89 
1.68 
2.34 
2.07 
2.17 
2.15 
2.29 
2.28 
2.19 
2.24

1.60 
1.46 
1.24 
1.38 
2.01 
1.94 
1.85 
1.85 
2.26 
2.22 
2.17 
2.17 
2.27 
2.26 
2.34 
2.27

1.35 
1.30 
1.31 
1.43 
2.03 
1.95 
1.93 
1.94 
2.29 
2.29 
2.11 
2.21 
2.20 
2.27 
2.28 
2.17

678
477
579
422

1,314
1,007

998
936

1,407
967

1,034
1,005
1,561

947
991
844

0～4年 

5～9年 

10～14年 

15～19年 

結婚持続期間・ 
調査（調査年次） 

総　　　数 
就業継続型 正規継続型 

（再掲） 
再就職型 専業主婦型 

標本数 

妻の就業経歴 

第10回(1992年) 
第11回(1997年) 
第12回(2002年) 
第13回(2005年) 
第10回(1992年) 
第11回(1997年) 
第12回(2002年) 
第13回(2005年) 
第10回(1992年) 
第11回(1997年) 
第12回(2002年) 
第13回(2005年) 
第10回(1992年) 
第11回(1997年) 
第12回(2002年) 
第13回(2005年)

1.37人 
1.26 
1.29 
1.38 
1.96 
1.93 
1.88 
1.79 
2.27 
2.20 
2.10 
2.11 
2.23 
2.23 
2.28 
2.17

1.35人 
1.24 
1.29 
1.26 
1.92 
1.93 
1.86 
1.70 
2.33 
2.12 
2.09 
2.13 
2.24 
2.39 
2.24 
2.30

1.34 
1.23 
1.31 
1.24 
1.97 
1.91 
1.78 
1.59 
2.25 
2.02 
1.98 
2.04 
2.18 
2.26 
2.08 
2.21

1.56 
1.32 
1.24 
1.46 
1.89 
1.97 
1.83 
1.84 
2.18 
2.17 
2.15 
2.05 
2.25 
2.18 
2.33 
2.19

1.34 
1.27 
1.29 
1.40 
1.98 
1.91 
1.88 
1.88 
2.27 
2.26 
2.04 
2.21 
2.15 
2.19 
2.25 
2.12

503
323
389
269
880
673
666
594
864
623
603
602
951
574
560
501



2. 支援制度・施設の利用

育休は利用が拡大、ただし企業規模で利用率に差

１歳以上の子どもを持つ夫婦で、最初の子どもが３歳になるまでに何らかの制度・施設を利用

した人の割合は約半数を占め、どれも利用しなかったと答えた者の割合は56.0％であった。妻が

出産前後に正規雇用を継続していた夫婦に限ると、ほとんどが何らかの制度・施設を利用してお

り、なかでも産休制度（76.2％）や育児休業制度（47.1％）の利用率が高く（表5-4）、後者は近

年利用率が高まっている（図5-4）。ただし、これらの制度・施設の利用率は勤め先の企業規模で

差があり、大企業や官公庁に勤める場合に高い（表5-4）。
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（複数回答） 

標本数 

 総 　  数 
妻の出生年 

妻の勤め先の従業員規模（第１子１歳時点） 

妻の出生年・ 
勤め先の従業員規模 

総　　　　数 

【表5-4】最初の子どもを出産したときに利用した制度や施設（１歳以上の子どもを持つ夫婦について） 

産
前
・
産
後 

休
業
制
度 

育
児
休
業
制
度 

育
児
時
間
・ 

短
時
間
勤
務
制
度 

公
立
の
認
可
保
育
所 

私
立
の
認
可
保
育
所 

認
可
外
保
育
施
設
・ 

認
証
保
育
所 

企
業
内
保
育
所 

保
育
マ
マ
・
ベ
ビ
ー 

シ
ッ
タ
ー
等 

地
域
の
子
育
て
支
援
セ 

ン
タ
ー
や
フ
ァ
ミ
リ
ー 

サ
ポ
ー
ト
セ
ン
タ
ー 

保
育
所
・
幼
稚
園
等
の 

一
時
預
か
り 

ど
れ
も
利
用 

し
な
か
っ
た 

正
規
雇
用
継
続
者 

1955～59年 
1960～64年 
1965～69年 
1970～74年 
1975年以降 

1～29人 
30～99人 
100～299人 
300～999人 
1000人以上 
官公庁 

（4,731）
（753）

（181）
（191）
（174）
（145）
（62）

（154）
（106）
（119）
（90）
（132）
（140） 

注：１歳以上の子を持つ初婚どうしの夫婦について。ここでの「正規雇用継続者」とは、「第１子の妊娠がわかったとき」「第1子が１歳になったとき」の 
　　2時点で正規雇用者であった者。正規雇用には「派遣・嘱託」を含む。勤め先の従業員数不詳については掲載を省略。ただし、総数にはこれを含む。 

16.7 %
76.2 %

72.4 %
75.9
75.9
80.7
79.0

60.4 %
66.0
79.8
85.6
80.3
90.0

8.9
47.1

30.9
37.2
52.9
66.2
64.5

28.6
36.8
37.0
55.6
55.3
70.0

2.9
16.1

12.7
14.7
17.2
20.7
16.1

4.5
7.5

19.3
17.8
20.5
27.1

11.2
31.7

25.4
30.4
33.9
35.9
38.7

22.7
25.5
29.4
31.1
40.2
41.4

6.6
20.3

16.6
25.1
18.4
20.7
21.0

19.5
19.8
16.0
22.2
18.9
27.1

3.0
5.8

4.4
5.8
5.7
7.6
6.5

5.8
2.8

10.1
2.2
5.3
7.1

1.1
4.6

1.7
5.2
7.5
4.8
3.2

1.3
5.7
5.9
8.9
5.3
3.6

1.6
4.9

6.1
3.7
6.3
4.8
1.6

6.5
1.9
5.0
2.2
4.5
7.9

6.3
2.5

-  
2.1
1.1
6.9
4.8

1.3
1.9
4.2
2.2
3.8
2.1

8.5
7.8

9.9
5.8
5.2

11.7
6.5

9.1
8.5

10.9
5.6
6.8
5.7

56.0
9.2

14.4
7.9
8.0
4.8

11.3

16.2
17.0

6.7
5.6
6.8
2.9

15.812.7
11.2

5.55.1

32.8

64.4
75.0 77.8

1985年 1990年 1995年 2000年 

25.9%

妻正規雇用 

総　数 

【図5-4】子供の出生年別に見た育児休業制度の利用割合 
　　　　　ー第１子/妻正規雇用継続ー 

100

80

60

40

20

0

注：対象は表5-4の妻正規雇用継続者。夫婦を第12～13回調査を合わせて集計した。 



地域によって利用されている制度・施設は異なる

１歳以上の子どもを持ち、かつ妻が正規雇用を継続している夫婦のうち、最初の子どもが３歳

になるまでに利用した制度・施設は、地域のよって状況が異なる。（表5-6）。

産前・産後休業制度の利用者は、いずれの地域においても約４分の３の妻が利用しているが、

育児休業制度や育児時間制度・短時間勤務制度は大都市ほど多くなる。この結果は、上述の企業

規模等の地域分布と関連がある。公立および私立の保育所を利用する割合も大都市ほど高い。

全体の利用者は少ないものの、地域によって利用者割合の差が大きい施設・制度として、認可

外保育所、企業内保育所、保育ママ・ベビーシッターなどが挙げられる。非人口集中地区や200万

人未満の人口集中地区では利用する夫婦の割合が数パーセントでしかないが、200万人以上では

15％前後と高い。子育て関連施設・制度に対する需要あるいは供給の実態が、地域によって異な

っていることが示唆される。
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総数 妻正規雇用継続者 

育児休業制度の利用割合 子どもの 
出生年 

1985年 
1986年 
1987年 
1988年 
1989年 
1990年 
1991年 
1992年 
1993年 
1994年 

  5.1
  5.2
  5.8
  6.2
  4.5
  5.5
  7.2
11.0
  9.1
11.0

25.9
26.6
25.0
34.8
31.3
32.8
40.3
52.7
48.6
67.6

【表5-5】子どもの出生年別にみた育児休業制度の利用割合　－第1子/妻正規雇用継続－ 

総数 妻正規雇用継続者 

育児休業制度の利用割合 子どもの 
出生年 

1995年 
1996年 
1997年 
1998年 
1999年 
2000年 
2001年 
2002年 
2003年 
2004年 

11.2
11.6
11.6
10.9
12.7
13.9
17.3
16.0
17.2
15.8

64.4
62.5
72.6
63.4
71.4
75.0
76.5
69.7
70.0
77.8

注：対象は表5-3の妻正規雇用継続者。第12～13回調査を合わせて集計した。 

% % % %

総数 
76.2
47.1
16.1
31.7
20.3

5.8
4.6
4.9
2.5
7.8
9.2

753

【表5-6】居住地別にみた、最初の子どもを出産したときに利用した制度や施設の割合 
　　　　（1歳以上の子どもを持つ妻正規雇用継続の夫婦） 
 
産前・産後休業制度 
育児休業制度 
育児時間制度・短時間勤務制度 
公立の認可保育所 
私立の認可保育所 
認可外保育施設・認証保育所 
企業内保育所 
保育ママ・ベビーシッターなど 
地域の子育て支援センターなど 
保育所・幼稚園等の一時預かり 
どれも利用しなかった 
標本数 

非人口集中地区 
74.3
38.1
9.5

23.3
14.0
4.2
2.9
4.5
2.4
8.7

11.1 
378

人口集中地区（200万人未満） 
78.2
54.1
19.6
37.0
26.6
6.3
4.4
3.8
2.8
7.9
7.3 
316

人口集中地区（200万人以上） 
78.0
67.8
39.0
57.6
27.1
13.6
16.9
13.6
1.7
1.7
6.8 
59

（複数回答） 
利用した制度・施設 

注：対象は表5-4の妻正規雇用継続者。 

%



3. 親の子育て援助と出生

母親から育児援助を受ける夫婦は
増加の傾向

母親による育児援助を受ける夫婦は増加

傾向にある。妻の出生年、結婚年、第１子

出生年のいずれにおいても、「母親から子育

ての手助け」を受けた夫婦の割合は近年増

加傾向にある。とりわけ、結婚年や第１子

出生年が1990年代後半以降に増加が顕著で

ある（表5-7）。

地域や働き方により異なる母親から
の援助の状況

母親から育児援助を受ける夫婦の割合は、

地域や働き方により異なっている。

妻が正規雇用を継続している夫婦の場合、

母親から育児援助を受けている夫婦割合は

圧倒的に高い。また、都市的地域（人口集

中地区）に住んでいる夫婦では、母親から

の援助を受ける割合は全体を下回る。ただ

し、都市的地域に住みながら妻が正規雇用

を続けている夫婦の場合、母親から育児援助を受ける割合は、全国平均と妻正規雇用継続の平均

値に近づく（図5-5）。

時系列的な変化をみると、地域別には援助を受ける夫婦割合がほぼ一貫して上昇する傾向がみ

られる。妻が正規雇用継続の場合は、これまで低下傾向にあった。しかし2000年以降はやや上昇

している。

総じて、夫婦の母親から受ける育児援助は、地域や妻の働き方の違いによる差が縮小する傾向

にある。
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【表5-7】母親から育児援助を受けた夫婦の割合 
援助を受けた割合 

48.3

 

41.8

44.8

49.2

51.9

61.3

71.6

 

42.0

44.8

44.9

45.0

51.7

61.4

 

37.5

43.9

45.9

45.1

49.2

57.3

標本数 

4,731

 

1,002

1,200

1,171

927

357

74

 

193

781

980

1,121

1,059

568

 

88

603

905

1,074

1,130

931

 

総数 

妻の出生年 

1955～1959年 

1960～1964年 

1965～1969年 

1970～1974年 

1975～1979年 

1980年以降 

結婚年 

1979以前 

1980～1984年 

1985～1989年 

1990～1994年 

1995～1999年 

2000年以降 

第１子出生年 

1975～1979年 

1980～1984年 

1985～1989年 

1990～1994年 

1995～1999年 

2000～2004年 

注：対象は１歳以上の子を持つ初婚どうしの夫婦。 
　　「母親から育児援助を受けた夫婦」とは、最初の子どもが3歳になる 
　　までに妻または夫の母親からの子育ての手助けが「日常的にあった」 
　　または「ひんぱんにあった」夫婦。 
 

％ 



夫妻の親の育児援助はその後の子どもの生み方に影響する

最初の子どもについて、夫妻の母親から育児援助があった場合、その後の出生子ども数は援助

がない場合に比べて多い傾向が見られる。とくに妻が正規雇用を継続している場合に差が大きい。

ただし、結婚持続期間別にみた場合、全てのケースで明確な関係がみられるわけではなく、80年

代に結婚した結婚持続期間15～19年の夫婦ではやや不明瞭である。
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（％） 

【図5-5】子どもの出生年別にみた「母親支援あり」の割合　ー1歳以上の子どもを持つ夫婦ー 

注：対象は表5-7と同じ。「妻正規雇用継続」とは、「第1子の妊娠がわかったとき」「第1子が1歳になったとき」の2時点で正規雇用者であった者。 
　　正規雇用には「派遣・嘱託」を含む。「妻正規雇用継続」および「人口集中地区かつ正規雇用継続」における1975～1979年は、 
　　標本数が20以下のため非掲載。 

57.3

65.6
63.4

45.145.943.9
37.5

49.2

71.0

79.2

66.7 62.8
67.6

55.0

28.2

35.4
40.5 40.6

42.7

53.155.2

61.8

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

子どもの出生年 

全体 

妻正規雇用継続 

人口集中地区 

人口集中地区かつ妻正規雇用継続 

1975～1979年 1980～1984年 1985～1989年 1990～1994年 1995～1999年 2000～2004年 

【図5-6】結婚持続期間・就業経歴別にみた、夫妻の母親の育児援助有無別、平均出生子ども数 
　　　　　－１歳以上の子どもを持つ夫婦－ 

1.30 1.21 1.23 1.31 1.311.36 1.30 1.31 1.29 1.39

母親の育児援助なし 
母親の育児援助あり 

1.89 1.79
1.63

1.85 1.931.89 1.88 1.86 1.84 1.93

2.152.152.132.092.13 2.172.192.172.242.19 2.25 2.28 2.26 2.29 2.212.30 2.31 2.19 2.33 2.27

注：１歳以上の子を持つ、妻が結婚前就業していた初婚どうしの夫婦(子ども数不詳を除く)について。第12～13回調査を合わせて集計した。 
     「母親の育児援助あり」とは、最初の子どもが3歳になるまでに妻または夫の母親からの子育ての手助けが「日常的にあった」または 
     「ひんぱんにあった」場合。就業経歴については、表5-2脚注参照。 

平
均
出
生
子
ど
も
数
（
人
） 

平
均
出
生
子
ど
も
数
（
人
） 

結婚持続期間　0～4年 結婚持続期間　5～9年 

結婚持続期間　10～14年 結婚持続期間　15～19年 

（総数） 正規継続型 総 数 
就業継続型 

2.5

2.0

1.5

1.0

0.5

0.0
総数 

専業主婦型 
総数 

再就職型 
（総数） 正規継続型 総 数 
就業継続型 

2.5

2.0

1.5

1.0

0.5

0.0
総数 

専業主婦型 
総数 

再就職型 

（総数） 正規継続型 総 数 
就業継続型 

2.5

2.0

1.5

1.0

0.5

0.0
総数 

専業主婦型 
総数 

再就職型 
（総数） 正規継続型 総 数 
就業継続型 

2.5

2.0

1.5

1.0

0.5

0.0
総数 

専業主婦型 
総数 

再就職型 



親の育児援助の有無と支援施設・制度の利用には相関がみられる

親の育児援助と子育て支援施設・制度の利用状況には相関関係がみられる（図5-7）。すなわち、

夫婦の母親の育児援助がない場合に、各施設・制度の利用割合が高くなっている。

4. 今後利用したい子育て支援制度・施設

利用したい制度・施設等は妻の就業状況等によって異なる

今後子どもを持つ場合に利用したい制度や施設は、すでに子どもを持っているか否かによって

異なる。子どもを持たない夫婦は、多くの施設・制度において利用したいと考える割合が、すで

に子どもがいる夫婦に比べて顕著に高くなっている（表5-8、図5-8）。これは、すでに子どもを

持っているか否かで現在の就業状況、あるいは今後の就業見込みが異なることと関係がある。調

査時に妻が「正規の職員」や「派遣・嘱託・契約社員」である夫婦で「産前・産後休業制度」「育

児休業制度」「育児時間制度・短時間勤務制度」「公立の認可保育所」等の施設・制度に対する期

待度が高く、「無職・家事」では「地域の子育て支援センターやファミリーサポート」「保育所・

幼稚園等の一時預かり」への希望が高くなっている（表5-8、図5-9）。

一方、「母親からの子育ての手助けを期待できる」割合は、すでに子どもを持っている夫婦、お

よび追加子ども数が多い夫婦で高くなる傾向がみられ、とりわけ妻方の母親からの育児援助への

期待度が高い。
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42.8  

14.5

27.5

16.9

3.7

3.7

2.7

19.4

40.9

10.5

6.8

9.7

27.8

56.5

0 10 20 30 40 50 60 70

育児休業制度 

公立の認可保育所 

私立の認可保育所 

企業内保育所 
夫妻の母親の育児援助あり 
夫妻の母親の育児援助なし 

保育ママ 
ベビーシッターなど 

認可外保育施設 
認証保育所 

育児時間制度 
短時間勤務制度 

【図5-7】親の援助の有無別にみた、制度・施設の利用割合 
　　　　　－第1子/妻正規雇用継続－ 
 

注：対象は表5-4の妻正規雇用継続者。「母親の育児援助あり」とは、最初の 
　　子どもが3歳になるまでに妻または夫の母親からの子育ての手助けが 
　　「日常的にあった」または「ひんぱんにあった」場合。 
 

%
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追加1人 追加1人 

妻の現在就業状況 

正規の職員 無職・家事 
出生なし 出生あり 
出生の有無・追加予定子ども数 

総数 
利用したい制度・施設 
  /育児援助の期待 

産前・産後休業制度 
育児休業制度 
育児時間制度・短時間勤務制度 
公立の認可保育所 
私立の認可保育所 
認可外保育施設・認証保育所 
企業内保育所 
保育ママ・ベビーシッターなど 
地域の子育て支援センターなど 
保育所・幼稚園等の一時預かり 
どれも利用を希望しない 
妻方母の援助期待できる 
夫方母の援助期待できる 
標本数 

   32.5%
   32.2
   23.6
   47.1
  19.2
    8.5
  11.2
    8.9
  36.6
  49.2
    9.0
  30.4
  23.4
1,331

43.7%
42.9
33.6
59.7
26.9
14.3
18.5
16.8
38.7
62.2
  2.5
16.8
10.1
 119

追加2人 
　以上 

追加2人 
　以上 

（複数回答） 

派遣・嘱託 
　・契約 

パート･ 
アルバイト 

自営・家族 
従業・内職 

44.8
44.2
32.7
56.9
18.3
  8.2
13.5
  6.5
31.0
55.5
  4.5
26.5
25.1
 355

26.1
26.4
19.2
40.6
18.4
  7.8
  9.2
  9.0
38.5
44.4
12.0
32.0
22.8
 719

24.8
22.6
14.6
44.5
18.2
  8.0
  9.5
  7.3
39.4
46.7
10.9
43.8
32.8
 137

85.6
80.7
54.0
65.3
28.1
10.2
20.7
  9.1
24.9
37.9
  1.4
34.4
25.6
 285

58.6
60.3
41.4
69.0
22.4
  6.9
  6.9
  6.9
24.1
44.8
  1.7
25.9
19.0
   58

30.0
26.9
18.5
48.5
20.7
  8.4
11.5
  6.2
29.1
58.1
  7.5
28.2
21.1
 227

16.4
12.3
  6.8
42.5
23.3
11.0
  6.8
12.3
30.1
56.2
  9.6
23.3
27.4
   73

10.9
13.7
12.6
37.8
13.8
  7.6
  7.9
  9.4
45.8
51.0
13.5
30.7
22.5
 659

注：対象は今後１人以上子どもを生むつもりと答えた初婚どうしの夫婦。出生の有無不詳(1件）は掲載を省略、ただし総数には含む。 

【表5-8】出生の有無・追加予定子ども数別、および妻の現在就業状況別にみた、 
　　　　　今後子どもを持つ場合に利用したい制度･施設 
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【図5-8】出生の有無・追加予定子ども数別、今後子どもを持つ場合に利用したい制度・施設（複数回答） 
 

注：表5-8に同じ。 
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出生あり 追加2人以上 

産
前
・
産
後 

休
業
制
度 

育
児
休
業
制 

度 育
児
時
間
制 

度
・
短
時
間 

勤
務
制
度 

公
立
の
認
可 

保
育
所 

私
立
の
認
可 

保
育
所 

認
可
外
保
育 

施
設
・
認
証 

保
育
所 

企
業
内
保
育 

所 保
育
マ
マ
・ 

ベ
ビ
ー
シ
ッ 

タ
ー
な
ど 

地
域
の
子
育 

て
支
援
セ
ン 

タ
ー
な
ど 

保
育
所
・
幼 

稚
園
等
の
一 

時
預
か
り 

ど
れ
も
利
用 

を
希
望
し
な 

い 妻
方
母
の
援 

助
期
待
で
き 

る 夫
方
母
の
援 

助
期
待
で
き 

る 

【図5-9】妻の現在就業状況別、今後子どもを持つ場合に利用したい制度や施設（複数回答） 

注：表5-8に同じ。 
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岩澤美帆

この章では、妊娠や出産に関わる妻の健康状態と出生意欲や出生力との関係、および避妊の実

行状況や方法についての結果を報告する。

1. 不妊についての心配と治療経験

不妊を心配したことのある夫婦は4組に1組、子どものいない夫婦では半数弱

不妊を心配したことがある（現在心配している）夫婦は、前回調査とほぼ同じ25.8％（前回

26.1％）であった。子どものいない夫婦ではこの割合は44.7%にのぼる（同48.2％）。また、実際に

不妊の検査や治療を受けたことがある（または現在受けている）夫婦は全体で13.4％、子どもの

いない夫婦では24.3％であった。年齢別にみると、子どもがいない夫婦では年齢が上がるほど、

心配している割合や治療経験割合が高まる傾向がある。不妊に関する治療を受けている割合が最

も高いのは、子どものいない妻30代の夫婦であり、およそ１割が医療機関にかかっているという

結果であった。
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不妊の心配・治療経験 

 不詳 
 不詳 

総　数 

調査回・子どもの有無・ 
妻の年齢 

(不妊を) 
心配した 
ことはな 
い 

心配した 
ことがあ 
る 

医療機関 
にかかっ 
たことは 
ない 

検査や治 
療を受け 
たことが 
ある 

(再掲)現 
在、受け 
ている 

第12回 
調査 

(2002年） 

第13回 
調査 

(2005年） 

子どもの 
いない 
夫婦 

総　数 

子どもの 
いない 
夫婦 

【表6-1】子どもの有無・妻の年齢別にみた、不妊についての心配と治療経験 

 注：初婚どうし夫婦について。妻歳未満の夫婦については掲載を省略。ただし、総数にはこれを含む。 
 　　「心配したことがある」は「現在心配している」を、「検査や治療を受けたことがある」は「現在受けている」を、それぞれ含む。 

総数（標本数） 

15.6

9.5

12.1

21.4

10.6

7.2

10.5

20.0

10.4

9.3

8.3

12.8

6.3

2.8

7.5

8.2

0.5

0.9

0.5

0.2

1.0

1.1

1.1

0.7

0.4

0.6

0.4

0.2

0.8

0.9

1.2

0.0

1.2

2.3

1.8

0.2

7.5

6.1

10.7

2.9

1.3

2.4

1.9

0.3

6.9

5.1

10.1

2.7

12.7

10.4

15.0

11.3

25.5

14.9

27.3

49.3

13.4

10.0

14.1

13.5

24.3

16.3

24.6

33.2

13.0

18.2

16.8

7.2

21.7

23.7

23.4

11.4

12.1

13.4

15.3

8.7

19.6

15.8

20.3

22.8

26.1

29.5

32.3

18.6

48.2

39.6

51.8

61.4

25.8

24.0

29.8

22.4

44.7

33.0

46.1

56.0

58.3%

60.9

55.6

60.0

41.2

53.2

37.7

18.6

63.8%

66.7

61.9

64.8

49.0

64.2

46.4

35.9

（6,949）
（1,111）
（2,899）
（2,931）
（881）
（376）
（363）
（140）
（5,932） 
（708）
（2,577）
（2,644）
（745）
（215）
（345）
（184） 

100.0%

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0%

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

 総　数 

20～29歳 

30～39歳 

40～49歳 

 総　数 

20～29歳 

30～39歳 

40～49歳  

総　数 

20～29歳 

30～39歳 

40～49歳 

 総　数 

20～29歳 

30～39歳 

40～49歳 



不妊を心配したことのある夫婦では出生子ども数が少なく、死流産数が多い

不妊の心配および治療経験別に、理想・予定子ども数、出生子ども数（現存子ども数）および

死流産数を比較すると、理想子ども数、予定子ども数には違いがないが、不妊を心配する夫婦で

は出生子ども数が少なく、死流産数が多い傾向にある。図6-1は、結婚持続期間5～9年の夫婦に

ついての比較であるが、不妊を心配したことがない夫婦の出生子ども数が1.76人なのに対し、心

配したことがある（現在心配している）夫婦の子ども数は1.38人であった。また、前者の死流産

経験回数が平均0.13回なのに対し、後者は0.4回であった。
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追加予定 
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【図6-1】不妊の心配・治療経験別にみた､理想・予定子ども数、現存子ども数および死流産数 
　　　　  (結婚持続期間5～9年） 

注：理想・予定子ども数、現存子ども数、死流産経験不詳を除く、初婚どうし夫婦について。 



2. 妊娠・出産にかかわる妻の健康

4人に1人の妻が妊娠や出産にかかわる健康に問題を抱えている

妊娠や出産にかかわる妻の健康状態について訊ねたところ、４人に１人の妻（24.3%）が、表6-

2に示されるような問題や障害を抱えていることがわかった。就業の状況で比較すると、無職や

短時間労働している妻よりも、長時間労働している妻で問題や障害がある人の割合が高い傾向が

ある。健康問題の内容としては、比較的若い年齢層では月経に関わる問題が多く、年齢が高くな

るにつれ、婦人科系の障害や更年期障害を挙げる人が多くなっている。

また、妊娠・出産にかかわる妻の健康状態別に、理想・予定子ども数、出生子ども数（現存子

ども数）、死流産数を比較したところ、妻の健康状態に問題がある夫婦の方が、出生子ども数、予

定子ども数が少ない傾向にあることがわかった。
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（複数回答） 

総数 （標本数） 

注：初婚どうしの夫婦について。15～19歳（3件）、従業上の地位不詳(75件)、週労働時間不詳(139件）は掲載を省略。ただし、総数にはこれを 
　　含む。婦人科系の障害とは、排卵障害、卵巣嚢腫、子宮筋腫、 子宮内膜症、感染症などを含む。 

妻の年齢・ 
従業上の地位・ 
労働時間 

何
ら
か
の
問
題
が 

あ
る 月

経(

生
理)

に 
問
題
が
あ
る 

 

婦
人
科
系
の
障
害 

が
あ
る 

更
年
期
障
害
が 

あ
る 

性
生
活
に
問
題
が 

あ
る 

流
産
し
や
す
い 

そ
の
他 

左
記
の
よ
う
な
問
題 

や
障
害
は
な
い 

不
詳 

総　　数 
妻の年齢 
20～24歳 
25～29歳 
30～34歳 
35～39歳 
40～44歳 
45～49歳 
妻の従業上の地位(30～39歳女性について） 
総数 
正規の職員 
パート・アルバイト 
派遣・嘱託・契約社員 
自営業主・家族従業者・ 
無職・学生 
妻の週労働時間(30～39歳女性について） 
無職 
0～20時間未満 
20～30時間未満 
30～40時間未満 
40～50時間未満 
50時間以上 
 

100.0%

100.0%
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0

100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0

100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0

（5,932）

（134）
（574）
（1,205）
（1,372）
（1,350）
（1,294）

（2,577）
（416）
（649）
（95）
（182）
（1,160）

（1,160）
（231）
（293）
（240）
（407）
（107）

24.3% 

17.9%
19.7
22.4
19.5
26.2
31.9

20.9
22.4
21.6
25.3
19.2
20.2

20.2
19.9
20.8
21.7
22.6
26.2

8.5

11.2
10.8

9.6
6.6
8.5
8.2

8.0
7.5
8.8
8.4
8.8
7.6

7.6
7.4
9.6
8.3
8.1
8.4

8.7

2.2
5.4
7.2
8.5

10.9
10.3

7.9
9.6
7.6
8.4
8.2
7.7

7.7
6.5
7.9
6.7

10.1
10.3

5.1

0.0
0.2
0.4
0.4
4.8

17.4

0.4
0.5
0.8
0.0
0.6
0.3

0.3
1.3
0.3
0.4
0.5
0.0

3.7

3.7
3.1
4.2
3.9
4.6
2.4

4.0
4.3
4.9
7.4
2.8
3.4

3.4
3.9
4.8
5.4
4.2
6.5

2.1

1.5
1.9
3.2
2.5
2.3
0.6

2.8
3.4
2.0
4.2
1.7
3.3

3.3
0.9
2.7
2.9
3.2
1.9

1.8

0.8
2.3
2.3
2.2
1.4
1.2

2.3
1.2
2.3
3.2
1.7
2.7

2.7
3.5
1.0
2.5
1.5
2.8

59.0

67.9
65.9
63.2
63.9
54.6
50.3

63.6
62.7
61.8
62.1
63.7
66.0

66.0
60.6
64.9
65.4
63.9
56.1

16.7

14.2
14.5
14.4
16.6
19.2
17.8

15.5
14.9
16.6
12.6
17.0
13.9

13.9
19.5
14.3
12.9
13.5
17.8

【表6-2】 妻の年齢・従業上の地位・労働時間別にみた、妊娠・出産にかかわる健康状態 



3. 最初の妊娠時の妻の健康状態

4人に1人の妻が、最初の妊娠時に不調を感じている

妊娠経験のある妻に、最初の妊娠について、妊娠中の健康状態を訊ねたところ、「やや不調だっ

た」と答えた妻が17%、「たいへん不調だった」と答えた妻が7.2%であり、あわせて24.2%が不調

を感じていることがわかった。
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【図6-2】妻の健康状態別にみた、理想・予定子ども数、現存子ども数、および死流産数 
　　　　（結婚持続期間5～9年） 

注：理想･予定子ども数、現存子ども数、死流産経験不詳を除く、初婚どうし夫婦について。 
　　再掲の「問題・障害あり（流産しやすいを除く）」は、「流産しやすい」以外の健康問題があると答えた妻のみの数値。 

やや不調だった 不詳 

妊娠中の健康状態 
総数　　（標本数） 

注：妊娠経験のある初婚どうしの夫婦について。第１妊娠時年齢不詳は掲載を省略。ただし、総数にはこれを含む。 

【表6-3】妻の妊娠年齢別にみた、最初の妊娠中の健康状態 

最初の妊娠時の 
妻の年齢  おおむね 

良好だった 
 たいへん 
不調だった 

総　　数 
20歳未満 

20～24歳 

25～29歳 

30～34歳 

35歳以上 

100.0% 
100.0%
100.0
100.0
100.0
100.0

（5,208）
（170）
（1,699）
（2,336）
（727）
（119） 

69.9% 
70.0%
71.5
70.3
71.1
70.6

17.0
15.3
16.1
17.8
17.6
16.0

7.2
7.1
7.2
7.5
6.6
8.4

6.0
7.7
5.2
4.4
4.7
5.0



また、最初の妊娠時の健康状態と、調査時点における理想・予定子ども数、出生子ども数（現

存子ども数）、死流産数を比較したところ、不調を感じた妻ほど、死流産経験数が多く、予定子ど

も数が少ない傾向にある。

妊娠中の健康状態は、妻の就業行動にどのような影響をあたえるのだろうか。図6-4では第１

子妊娠前の妻の就業形態別、および妊娠中の健康状態別に、子ども１歳時の就業継続状況を比較

している。妊娠判明時と子ども１歳時の就業形態が同一の場合「継続」、異なる場合を「転職」、

無職･学生の場合を「退職」とした。官公庁勤務や自営業で継続率が高く、派遣やパートで継続率

が低いといった違いが見られるが、さらに、健康状態別に比較すると、妊娠中不調であったほう

が、多くの就業形態で継続率が低く、退職率が高い傾向にあることがわかる。
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【図6-3】妻の最初の妊娠時の健康状態別にみた、出生子ども数と予定子ども数（結婚持続期間5～9年） 

【図6-4】妊娠前の就業形態別にみた、妊娠時の健康状態別、1年後の就業継続実態 

注：理想･予定子ども数、現存子ども数、死流産経験不詳を除く、妊娠経験のある初婚どうし夫婦について。 
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注：子どもを一人以上生んだ、妊娠前に就業していた初婚どうし夫婦の妻について。 
　　妊娠判明時と子ども1歳時の就業形態が同一の場合「継続」、異なる場合を「転職」、無職･学生の場合を「退職」とした。 



4. 避妊の実行状況

夫婦の避妊実行率は54％

出生動向基本調査では10年ごとに調査時点における避妊の実行状況について訊ねている。今回

の調査では、初婚どうし夫婦の54.3％が、調査時点で避妊実行中であった（表6-4）。年齢別にみ

ると妻30代後半、40代前半で高い傾向にあるが、前回、前々回調査に比べると、実行率は下がっ

ている。表6-5には、結婚持続期間別に避妊の実行状況を示した。結婚持続期間5～19年あたりの

夫婦で、避妊実行率が調査ごとに低下する傾向がみられる。

表6-6では、追加出生予定の有無別に避妊実行率を比較した。追加出生予定がない場合の避妊

実行率は、追加出生予定がある場合に比べて高い傾向にはあるものの、いずれの年齢層でも前回

調査より避妊の実行率が低下している。

表6-7では、避妊を実行している夫婦に訊ねた、避妊方法の結果をしめした。年齢にかかわら

ず、コンドームの使用が圧倒的に多い。ピルの使用率は、低容量ピルが認可される前であった前

回調査よりは増加しているものの、1.9％にとどまっている。他方、不妊手術やIUDの使用は減っ

ており、医療機関を介する方法（IUD、ピル、男女不妊手術）は前回よりも低下している。
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現在の避妊の実行状況 

調査回 妻の現在年齢 標本数 総数 
現在不実行率 

不詳 

【表6-4】調査別にみた、妻の年齢別、避妊の実行状況 

注：初婚どうし夫婦について。20歳未満は標本数が少ないため掲載を省略。ただし、総数には含む。 

今まで避妊はした 
   ことがない 

以前にしたことが 
あるが現在はして 
いない 

現在実行率（現在避 
妊をしている（不妊 
手術を含む）） 

 
 
 
第7回(1977年) 
 
 
 
 
 
 
第9回(1987年) 
 
 
 
 
 
 
第11回(1997年) 
 
 
 
 
 
 
第13回(2005年)

総　　数 
20～24歳 
25～29歳 
30～34歳 
35～39歳 
40～44歳 
45～49歳 
総　　数 
20～24歳 
25～29歳 
30～34歳 
35～39歳 
40～44歳 
45～49歳 
総　　数 
20～24歳 
25～29歳 
30～34歳 
35～39歳 
40～44歳 
45～49歳 
総　　数 
20～24歳 
25～29歳 
30～34歳 
35～39歳 
40～44歳 
45～49歳 
 

8,765
544

1,958
1,764
1,687
1,540
1,256
8,589

320
1,209
1,706
2,218
1,634
1,483
7,354

215
914

1,327
1,428
1,581
1,878
5,932

134
574

1,205
1,372
1,350
1,294

100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0

54.6
48.2
58.6
69.2
66.6
49.8
20.9
64.5
49.4
60.6
72.2
73.9
67.9
44.7
60.4
45.6
53.6
59.5
68.7
66.8
54.3
54.3
48.5
55.1
52.5
58.8
57.0
48.4

23.6
22.4
21.7
13.7
15.6
27.0
47.5
18.6
27.8
24.7
13.5
11.1
15.4
31.8
21.2
30.2
29.7
21.6
14.4
16.1
25.1
12.8
17.2
16.4
14.3

9.0
8.4

17.9

17.3
25.7
16.7
12.9
13.6
17.8
24.6
11.1
18.8
10.3
10.6

9.4
10.4
13.6
10.3
18.1
11.5
11.5

9.6
9.7
8.8

20.7
23.9
21.6
23.5
21.1
20.3
17.3

4.5
3.7
3.1
4.2
4.2
5.4
7.0
5.9
4.1
4.4
3.8
5.6
6.3
9.9
8.2
6.1
5.3
7.4
7.3
7.5

11.8
12.3
10.5

7.0
9.8

11.2
14.4
16.4
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現在の避妊の実行状況 

調査回 妻の現在年齢 標本数 総数 
現在不実行率 

不詳 

【表6-5】調査別にみた、結婚持続期間別、避妊の実行状況 

注：初婚どうし夫婦について。結婚持続期間30年以上および不詳は標本数が少ないため掲載を省略。ただし、総数には含む。 

今まで避妊はした 
   ことがない 

以前にしたことが 
あるが現在はして 
いない 

現在実行率(現在避 
妊をしている(不妊 
手術を含む)

 
 
 
第7回(1977年) 
 
 
 
 
 
 
第9回(1987年) 
 
 
 
 
 
 
第11回(1997年) 
 
 
 
 
 
 
第13回(2005年)

 
 
 
第7回(1977年) 
 
 
 
 
 
 
第9回(1987年) 
 
 
 
 
 
 
第11回(1997年) 
 
 
 
 
 
 
第13回(2005年)

総数 
5年未満 
5～9年 
10～14年 
15～19年 
20～24年 
25～29年 
総数 
5年未満 
5～9年 
10～14年 
15～19年 
20～24年 
25～29年 
総数 
5年未満 
5～9年 
10～14年 
15～19年 
20～24年 
25～29年 
総数 
5年未満 
5～9年 
10～14年 
15～19年 
20～24年 
25～29年 

8,765
1,897
1,973
1,657
1,447

985
506

8,589
1,421
1,611
1,933
1,767
1,284

461
7,354
1,304
1,301
1,304
1,350
1,436

560
5,932
1,076
1,240
1,305
1,090

905
259

100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0

54.6
51.1
70.6
67.1
56.3
33.5
15.4
64.5
52.4
72.1
75.6
70.1
55.6
37.1
60.4
46.6
61.6
69.0
67.6
63.2
48.6
54.3
46.1
54.6
60.8
57.8
53.3
44.4

23.6
22.7
15.9
14.8
22.4
41.3
49.6
18.6
25.6
14.5
11.7
14.2
25.0
39.3
21.2
33.1
18.3
14.7
15.3
20.5
33.4
12.8
19.3
11.2

7.5
10.1
15.5
21.6

17.3
22.9
10.4
14.5
16.0
19.5
27.5
11.1
17.4

9.8
8.0
9.0

11.4
13.9
10.3
14.7
12.9

9.4
9.4
6.7
5.5

20.7
26.1
24.8
20.1
17.7
15.8
12.0

4.5
3.3
3.1
3.6
5.4
5.7
7.5
5.9
4.6
3.7
4.7
6.8
8.0
9.8
8.2
5.6
7.2
6.9
7.8
9.7

12.5
12.3

8.5
9.4

11.7
14.4
15.5
22.0

【表6-6】調査別にみた、妻の年齢別、追加出生予定別、避妊の実行状況 

注：初婚どうし夫婦について。20歳未満は標本数が少ないため掲載を省略。ただし、総数には含む。 

調査回 妻の現在年齢 追加出生予定あり 追加出生予定なし 
総数 現在実行率 現在不実行率 不詳 総数 現在実行率 現在不実行率 不詳 

総数 
20～24歳 
25～29歳 
30～34歳 
35～39歳 
40～44歳 
45～49歳 
総数 
20～24歳 
25～29歳 
30～34歳 
35～39歳 
40～44歳 
45～49歳 
総数 
20～24歳 
25～29歳 
30～34歳 
35～39歳 
40～44歳 
45～49歳 
総数 
20～24歳 
25～29歳 
30～34歳 
35～39歳 
40～44歳 
45～49歳 

1,765
372
970
301

80
23

9
1,651

262
785
436
134

11
7

1,381
152
599
472
121

22
7

1,331
104
381
534
250

53
6

46.5
47.6
49.8
45.2
23.8

8.7
0.0

43.8
45.8
49.8
40.6
18.7

9.1
28.6
43.3
47.4
50.8
38.1
25.6
27.3
14.3
38.5
47.1
46.2
38.0
30.0
11.3

0.0

52.5
51.3
48.9
54.5
75.0
91.3

100.0
52.2
50.4
45.9
55.7
77.6
90.9
57.1
53.2
50.0
45.7
58.7
68.6
68.2
85.7
55.7
45.2
48.3
56.2
63.6
84.9

100.0

1.1
1.1
1.3
0.3
1.3
0.0
0.0
4.0
3.8
4.3
3.7
3.7
0.0

14.3
3.5
2.6
3.5
3.2
5.8
4.5
0.0
5.9
7.7
5.5
5.8
6.4
3.8
0.0

6,364
89

743
1,247
1,583
1,495
1,205
6,373

37
389

1,214
1,962
1,494
1,277
5,091

26
208
718

1,202
1,402
1,535
4,272

21
168
614

1,066
1,221
1,182

58.5
62.9
75.4
79.8
69.2
50.7
21.6
72.4
81.1
83.3
85.3
79.7
70.5
47.6
70.3
76.9
76.0
79.9
76.3
70.7
59.9
61.7
66.7
78.6
67.9
67.5
61.5
50.8

37.5
33.7
23.4
18.3
26.8
44.3
72.0
22.8
18.9
13.1
11.6
15.7
24.5
45.7
24.6
19.2
22.6
14.8
18.6
24.9
34.1
27.2
23.8
16.7
22.0
22.7
27.0
35.9

4.0
3.4
1.2
1.9
4.0
5.0
6.5
4.7
0.0
3.6
3.0
4.6
5.0
6.7
5.0
3.8
1.4
5.3
5.1
4.4
6.0

11.1
9.5
4.8

10.1
9.8

11.5
13.3
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（複数回答） 

20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 
妻の現在年齢 

総数 避妊方法 調査回 

【表6-7】調査別にみた、妻の年齢別、現在実行中の避妊方法 

注：対象は現在避妊を実行している初婚どうし夫婦。性周期利用法とは、オギノ式、基礎体温法(頸管粘液法)。 
　　医療機関を介する方法とは、IUD、ピル、男女不妊手術のいずれかを含むものである。 
　　20歳未満は標本数が少ないため掲載を省略。ただし、総数には含む。 

第9回 
(1987年)

第11回 
(1997年)

第13回 
(2005年)

コンドーム 
性周期利用法 
IUD（リング･コイル･ループ） 
ピル（経口避妊薬） 
性交中絶（膣外射精） 
男性の不妊手術 
女性の不妊手術 
その他 
不詳 
(再掲)医療機関を介する方法 
標本数 
コンドーム 
性周期利用法 
IUD（リング･コイル･ループ） 
ピル（経口避妊薬） 
性交中絶（膣外射精） 
男性の不妊手術 
女性の不妊手術 
その他 
不詳 
(再掲)医療機関を介する方法 
標本数 
コンドーム 
性周期利用法 
IUD（リング･コイル･ループ） 
ピル（経口避妊薬） 
性交中絶（膣外射精） 
男性の不妊手術 
女性の不妊手術 
その他 
不詳 
(再掲)医療機関を介する方法 
標本数 

74.6
14.0

4.6
1.4

15.7
1.6
5.5
1.4
1.0

12.9
5,541

75.5
8.6
2.6
0.9

20.1
1.2
3.8
2.2
2.3
8.5

4,439
74.9

6.2
1.6
1.9

21.8
0.7
2.7
2.9
0.9
6.7

3,218

79.1
14.6

1.9
1.3

29.8
0.0
0.0
2.5
0.0
3.2

158
79.6

6.1
0.0
1.0

28.6
0.0
0.0
1.0
1.0
1.0
98

83.1
1.5
0.0
1.5

26.2
0.0
0.0
1.5
0.0
1.5
65

81.3
15.8

1.9
1.2

21.8
0.0
1.4
1.0
0.4
4.4

733
79.8
10.6

0.8
0.6

22.9
0.2
0.6
2.7
1.4
2.2

490
80.1

6.3
0.6
1.9

22.8
0.0
0.0
3.5
0.3
2.5

316

77.4
15.1

4.6
1.5

17.5
0.8
4.0
0.6
0.9

10.9
1,232

79.7
7.6
2.3
1.4

22.6
0.3
1.9
2.9
1.1
5.8

789
76.9

7.8
1.3
1.6

20.6
0.5
0.8
2.5
0.8
4.0

632

74.0
13.9

5.2
1.6

15.0
1.4
5.6
1.2
0.9

13.7
1,639

74.4
11.1

2.7
0.6

22.5
1.2
3.2
1.9
2.6
7.7

981
76.6

6.0
1.9
2.0

23.3
0.0
2.0
2.6
1.2
5.7

807

73.1
13.1

5.1
1.1

11.1
2.4
6.8
1.6
1.6

15.3
1,109

73.7
7.5
3.6
0.9

17.9
1.1
5.6
1.9
2.0

11.1
1,056

72.6
6.1
1.3
2.3

20.4
1.3
3.6
3.6
0.5
8.6

769

64.9
11.9

5.6
1.1

11.2
4.5

11.5
3.0
1.5

22.3
663
72.5

7.4
2.9
1.1

15.9
2.7
6.1
2.1
3.7

12.6
1,019

70.1
5.6
2.7
1.4

22.0
1.3
5.9
2.4
1.4

11.3
626



釜野さおり
1. 既婚女性の意識パターン

この調査では結婚、家族、男女関係などに関する妻の意識について、10項目にわたって調べて

いる。その結果を表7-1に示す。

子どもを中心に考え、結婚という形式を重視しながらも、
個人の目標を大切にする家族観

「⑦夫は仕事・妻は家庭」という考えには６割以上の人が反対しているが、７割以上の人が

「⑧子どもは持つべき」「⑨小さい子の母親は家にいるべき」という考えを支持しており、固定的

なジェンダー役割を否定しつつも、子どもを持つことと、女性が母親役割に専念することの必要

性が強く認識されている。また、「②同棲するなら結婚すべき」という考えは約７割に支持され、

生涯独身でいること（①）や離婚（⑩）を支持しない人も半数以上おり、結婚という形式へのこ

だわりが強いことがうかがえる。しかし「⑤結婚しても自分の目標を持つべき」は８割が支持し、

「⑥結婚に犠牲は当然」に反対する人も半数を超え、結婚によって自己を失う必要はないとの考え

が主流であることがわかる。なお「③婚前交渉はかまわない」という考えは４分の３以上に支持

され、「④男らしさや女らしさは必要」という考えは７人中６人に支持されている。
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第7章　結婚・家族に関する妻の意識

結婚・家族に関する考え方 

男女が一緒に暮らすなら結婚すべきである 

結婚したら、子どもは持つべきだ 

【表7-1】結婚・家族に関する妻の意識の構成 

注：対象は初婚どうしの夫婦。 
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生涯を独身で過ごすというのは、望ましい生き方ではない 

結婚前の男女でも愛情があるなら性交渉をもってかまわない 

どんな社会においても、女らしさや男らしさはある程度必要 
だ 
結婚しても、人生には結婚相手や家族とは別の自分だけの目 
標を持つべきである 
結婚したら、家庭のためには自分の個性や生き方を半分犠牲 
にするのは当然だ 

結婚後は、夫は外で働き、妻は家庭を守るべきだ 

少なくとも子どもが小さいうちは、母親は仕事を持たず家に 
いるのが望ましい 
いったん結婚したら、性格の不一致くらいで別れるべきでは 
ない 

標本数 
（5,932） 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 
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⑧ 
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2. 既婚女性の意識の変化

結婚に関わる意識を捉える項目が導入された、第10回調査(1992年)からの意識の変化をみると、

今回の調査では、結婚や家族をより自由なものとしてとらえる意識の増加傾向が止まり、従来的

な考え方を肯定的にとらえる意識が増加する流れがみられる。しかし、子どもや母親役割につい

ての意識では、これまでの変化が続いている。

結婚についての意識の変化傾向に異なる動き

図7-1にこれまで継続してたずねてきた９項目を調査回別にみた結果を示す。まず結婚に対す

る意識をみると、今回の結果ではこれまでの変化の傾向とは異なる動きがみられる。前回までは

継続的に減少していた「①生涯独身」という生き方を望ましくないと考える割合は、今回は増加

している。また、前回までみられた「②同棲より結婚」を支持する割合の減少や「③婚前の性交

渉はかまわない」を支持する割合の増加も、今回はみられない。「⑩離婚」をよくないと考える割

合は1992年から1997年の間で大きく減少した後は、今回を含め、ほとんど変化がみられない。し

かし「別れるべきではない」に反対する人の割合には今回の調査で減少がみられる。

結婚生活の姿勢についても、変化の傾向にゆらぎがみられる。「⑤結婚後も自分の目標を持つ」

ことを支持する割合は、前回までは増加していたが、今回はそれがみられない。「⑥結婚したら自

分の生き方を犠牲にするのは当然だ」という考え方は、1992年から1997年の間に減った後は増加

に転じている。

夫婦の役割についての考え方をみても、これまでの変化は見受けられない。継続的に減少して

いた、結婚したら「⑦夫は仕事・妻は家庭」という役割分担を支持する割合には、わずかな増加

がみられる。

ただし、結婚したら「⑧子どもを持つべき」を支持する割合の減少と、子どもが小さいうちは

「⑨母親は家にいるのが望ましい」という意見の支持の減少では、これまでの変化の傾向の継続が

みられる。
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3. 出生年代別および学歴（最終卒業学校）別による
結婚・家族観の比較

図7-2に、出生年代別にこれらの項目の回答割合を示す。全般に若い世代の方が、従来の規範

にとらわれない考え方を支持する割合が多い。しかし「⑥結婚には犠牲が当然」と「⑩離婚は簡

単にするべきではない」では、逆の傾向がみられ、必ずしも若い世代の方が自由な考えを持って

いるとは言い切れない。

これらの考え方の中で、年代による回答の違いが特に大きいのは、「②婚前交渉」と「③同棲」

に関するもので、結婚前の男女の性交渉や同棲を肯定する人は、40代よりも30代に、30代よりも

20代に多い。結婚前の性交渉はかまわないという意見を支持する割合には、20代と40代の間で、

20ポイント以上の開きがある。一方で、「①生涯独身」、「④男らしさ女らしさ」、「⑤結婚後も自分

の目標を持つ」、「⑥結婚には犠牲が当然」、「⑦夫は仕事、妻は家庭」、「⑩離婚」に対する回答で

は、年代による違いがほとんどみられない。
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【図7-1】調査回別にみた、結婚・家族観 
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　　回答の不詳は省略している。サンプル数は、第10回調査8,844、第11回調査7,354、第12回調査6,949、第13回調査5,932。 
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図7-3に、学歴別に各項目の回答を示す。ほぼすべての項目で、多く教育を受けている人の方

が、従来の規範にとらわれない考え方をする傾向にあることがわかる。学歴別による違いが顕著

に現れている項目は「⑦夫は仕事・妻は家庭」で、教育を多く受けた人の方が、役割分担を支持

しない割合が高く、大学・大学院と中学校卒との間には20ポイントの開きがある。その他の項目

について、より自由な考えをする割合（グラフの０％軸の右側）をみると、学歴別による違いは、

「⑤結婚後も自己の目標を持つ」と「⑩離婚は避けるべき」という考えで15％、「④男らしさ・女

らしさ」「⑥結婚に犠牲は当然」「⑧子どもをもつべき」「⑨母親は家に」では１割前後である。高

等学校卒と大学・大学院卒を比べると、「⑤結婚後も自己目標を持つ」、「⑦夫は仕事・妻は家庭」、

「⑧子どもを持つべき」、「⑨母親は家に」、「⑩離婚よくない」で、一割前後の違いがある。「②同

棲より結婚」と「③婚前交渉」に関する意識では、学歴別による違いはほとんどみられない。

63第７章　結婚・家族に関する妻の意識

【図7-2】出生年代別にみた、結婚・家族観 
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4. 結婚・家族観と出生意欲

次に、これらの意識と出生意欲との関係を調べてみる。各項目について、従来の規範的な回答を

したグループと（各項目の左側の棒）、規範にとらわれない考えを示す回答をしたグループ（右側

の棒）について、理想子ども数の平均を図7-4に、予定子ども数の平均を図7-5に示す。すべての

項目で、従来の規範的な考えを持つ人（各項目の左側の棒）の方が、規範にとらわれない考え方を

する人（右側の棒）に比べ、理想子ども数も予定子ども数も多い。つまり、生涯独身・同棲・婚前

交渉・離婚・子どもを持たない・母親が家にいない・結婚後も自分の目標を持つことに否定的な考

えを示し、結婚に犠牲は当然・女らしさ男らしさは必要・夫は仕事・妻は家庭の考えを支持する人

の方が、予定子ども数も理想子ども数も多いということである。「結婚」という形態や従来的な男

女役割を重視し、家族を優先する考えをもっている人の方が、出生意欲が高いといえる。
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〔賛　成〕 ①生涯独身よくない 〔反　対〕 

〔賛　成〕 ②同棲なら結婚すべき 〔反　対〕 

〔反　対〕 ③婚前交渉認める 〔賛　成〕 

〔賛　成〕 ④男らしさ女らしさ必要 〔反　対〕 

〔反　対〕 ⑤結婚後も自己目標持つ 〔賛　成〕 
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17.6
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13.9
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31.7
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38.3
38.7
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37.1
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21.9
29.0

37.6
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16.2
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12.6
5.8
6.3
4.5
4.6

26.1

23.2
18.7
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21.5

15.7
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10.0
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14.4

16.1

1.4
3.4

2.6
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12.6

27.4

6.1

3.5
5.4

25.4

5.0
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7.8
8.2

14.3
13.5
12.3

8.5

11.6

7.0

15.1
12.4
10.9

11.3
10.6

〔賛　成〕 ⑥結婚に犠牲当然 〔反　対〕 

〔賛　成〕 ⑦夫は仕事妻は家庭 〔反　対〕 

〔賛　成〕 ⑧子ども持つべき 〔反　対〕 

〔賛　成〕 ⑨母親は家に 〔反　対〕 

〔賛　成〕 ⑩離婚避けるべき 〔反　対〕 

【図7-3】学歴（最終卒業学校）別にみた、結婚・家族観 

注：グラフの説明は、図7-1に準ずる。回答の不詳は省略している。 
　　サンプル数は、中学校卒199、高等学校卒2,550、専修学校卒718、短大・高専卒1,509、大学・大学院卒900。 

大学・大学院 
短 大 ・ 高 専  
専 修 学 校  
高 等 学 校  
中 学 校  

100 75 50 25 0 25 50 75 100% 100 75 50 25 0 25 50 75 100%



自明ではあるが「⑧結婚したら子どもを持つべき」に対する回答による違いが一番大きく、そ

の違いは理想子ども数、予定子ども数ともに0.3人である。また「②同棲より結婚すべき」では理

想子ども数と予定子ども数、「⑩離婚避けるべき」では予定子ども数に0.15人の違いがみられる。

65第７章　結婚・家族に関する妻の意識

【図7-4】結婚・家族観別にみた、理想子ども数の平均 【図7-5】結婚・家族観別にみた、予定子ども数の平均 
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賛成（③と⑤では反対）：「従来の規範的な考え方」 
反対（③と⑤では賛成）：「従来の規範にとらわれない考え方」 

注：各項目で「まったく賛成」「どちらかと言えば賛成」と回答したグループの平均を左側の棒に、「どちらかと言えば反対」と「まったく反対」と 
　　回答したグループの平均を右側の棒に示す。但し③と⑤については、「まったく反対」「どちらかと言えば反対」が左側、「どちらかといえば賛 
　　成」「まったく賛成」を右側に示す。右側が、結婚や家庭に関して従来の考えにとらわれない考え方、左側が、従来の規範的な考え方を捉えてい 
　　るとみなす。 
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市
郡

国民生活基礎調査の単位区別名簿と同じになります。

（　　2　枚目　小計）

合　　　計

第13回 出生動向基本調査
結婚と出産に関する全国調査

単位区別世帯名簿 （  2 枚のうち　2　枚目)

都道   区
東京都 府県 新宿 町村

保健所名　　 牛込保健所 調査員氏名　 若松　一郎

地区番号 単位区番号

妻が50歳未満の夫婦 18～50歳未満の独身者
(1) (2)

夫 婦 夫 婦 票 独 身 独 身 者 数 備　考世 帯
世帯主氏名

番 号 組 数 配布数 回収数 者 数 配布数 回収数

河田　次郎

春日　三郎

柳町　四郎

神楽　五郎

�

��� �������������� �������������
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－上野　郷 調査重複－

備　考
(1) (2)

夫 婦 夫 婦 票 独 身 独 身 者 数世 帯

配布数 回収数

18～50歳未満の独身者

世帯主氏名
組 数 配布数番 号

妻が50歳未満の夫婦

回収数 者 数�
��� ������������ �����������
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市
郡

第13回 出生動向基本調査
結婚と出産に関する全国調査

単位区別世帯名簿 （  2 枚のうち　2　枚目)

若松　一郎

都道   区
東京都 府県 新宿 町村

18～50歳未満の独身者

保健所名　　 牛込保健所 調査員氏名　

番 号

地区番号 単位区番号

妻が50歳未満の夫婦

回収数

備　考
(1) (2)

夫 婦 夫 婦 票 独 身 独 身 者 数世 帯

配布数
世帯主氏名

回収数

河田　次郎 0

組 数 配布数 者 数

夫のみ

春日　三郎 2
柳町　四郎 － 不在

神楽　五郎 1 回答拒否

（　　2　枚目　小計）

合　　　計  
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